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１．全国の交通事故発生状況　

　[表１－１]　発生件数等の推移

年別

項目

472,165 430,601 381,237 309,178 305,196 -3982 -1.3%

3,694 3,532 3,215 2,839 2,636 -203 -7.2%

580,850 525,846 461,775 369,476 362,131 -7345 -2.0%

注：警察庁ＨＰ資料による。

　[図１－１]　発生件数等の推移
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Ⅰ　交 通 事 故 の 現 状 に つ い て
(各データは警察発表の事故統計資料による）

　平成２９年以降の全国の交通事故発生件数、死者数及び負傷者数は[表１－１]のとおりである。
　令和３年は前年と比較すると、発生件数は約１．３％の減少、死者数は約７．２％の減少、負傷
者数は約２．０％の減少となった。

平成２９年 平成３０年  平成３１／令和元年 令和２年 令和３年 対前年比

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

650,000

平成２９年 平成３０年 平成３１／

令和元年

令和２年 令和３年

（死者数）（件数・負傷者数）

件数 負傷者数 死者数

-1-



２．東北運輸局管内の交通事故発生状況

　[表２－１]　県別の発生件数等の推移

平成２９年 平成３０年  平成３１年／令和元年 令和２年 令和３年
青 件　　数 3,258 2,966 2,791 2,436 2,458

死 者 数 42 45 37 28 29
森 負傷者数 4,022 3,649 3,378 2,939 2,919
岩 件　　数 2,231 1,982 1,970 1,659 1,566

死 者 数 61 59 45 46 35
手 負傷者数 2,730 2,412 2,382 1,954 1,829
宮 件　　数 7,491 6,815 5,675 4,487 4,286

死 者 数 51 56 65 44 42
城 負傷者数 9,353 8,509 6,942 5,483 5,182
秋 件　　数 2,034 1,784 1,514 1,377 1,299

死 者 数 30 42 40 37 28
田 負傷者数 2,468 2,144 1,830 1,654 1,511
山 件　　数 5,816 5,097 4,294 3,328 3,185

死 者 数 38 51 32 30 24
形 負傷者数 7,244 6,199 5,132 3,972 3,761
福 件　　数 5,588 4,592 3,919 3,266 2,997

死 者 数 68 75 61 57 49
島 負傷者数 6,710 5,482 4,683 3,857 3,446
管 件　　数 26,418 23,236 20,163 16,553 15,791

死 者 数 290 328 280 242 207
内 負傷者数 32,527 28,395 24,347 19,859 18,648

注：東北管区警察局統計資料による。

　[図２－１]　管内の発生件数等の推移

　 平成２８年以降の東北運輸局管内の県別交通事故発生件数、死者数及び負傷者数は[表２－１]のと
おりである。
　令和２年は前年と比較すると、発生件数は約１７．９％の減少、死者数は約１３．６％の減少、負傷者
数は約１８．４％の減少となった。
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１．重大事故の発生状況

（１）発生件数等の推移

　　

　

　[表１－１]発生件数等の推移

年別

項目

437 494 421 383 403 +20 +5.2%

53 69 68 38 35 -3 -7.9%

235 226 196 180 215 +35 +19.4%

129,851 130,991 131,712 131,253 130,662 -591 -0.5%

　[図１－１]　発生件数等の推移

Ⅱ 東北運輸局管内の事業用自動車の重大事故について
（各データは自動車事故報告規則に基づき届出された事故報告書の集計結果による）

　平成２９年以降の東北運輸局管内の事業用自動車の重大事故発生件数、死者数及び負傷者数は
[表１－１］のとおりである。
　令和３年は前年と比較すると、事故件数は約５．２％の増加、死者数については約７．９％の減少、負
傷者数については約１９．４％の増加となった。
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（２）業態別発生件数等

　[表１－２]業態別発生件数等

　　業態

項目 故障除く 故障除く 故障除く 故障除く

事 故 件 数 151 25 19 19 233 156 403 200
死　者　数 1 1 1 1 33 33 35 35

負 傷 者 数 51 51 19 19 145 145 215 215
事業用自動車台数

注：車両数は、令和元年１２月末現在の保有台数

　[図１－２]業態別発生件数 　[図１－３]業態別発生件数（車両故障除く）

　　　　　

（３）事業種類別発生件数

　[表１－３]事業種類別発生件数（車両故障含む）　　

事業種類 ハイタク

件数 乗合 貸切 特定旅客 ハイタク 一般貨物 特別積合 特定貨物

事故件数 142 9 0 19 228 5 0 403

故障除く 24 1 0 19 151 5 0 200

　[図１－４]事業種類別発生割合 　[図１－５]事業種類別発生割合（車両故障除く）

　令和３年における事業種類別発生件数は、[表１－３]のとおりである。
　発生件数の事業種類別割合［図１－４］は、一般貨物が約５６．６％を占め、次いで乗合バスが約３５．
３％、ハイタクが約４．７％、貸切バスが約２．２％を占めている。
　一方で、車両故障を除いた発生件数の事業種類別割合［図１－５］は、一般貨物が約７５．５％を占
め、次いでハイタクが約９．５％、乗合バスが約１２．０％を占めている。

バス トラック
合計

　令和３年における業態別発生件数等は、[表１－２]のとおりである。
　発生件数の業態別割合［図１－２］は、トラックが約５７．８％を占め、次いでバスが約３７．５％、ハイタ
クが約４．７％を占めている。
　一方、車両故障を除いた発生件数の業態別割合［図１－３］は、トラックが約７２．６％を占め、次いで
バスが約２３．７％、ハイタクが約８．８％を占めている。
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（４）業態別事業用自動車１，０００台当たりの重大事故件数の推移

　［表１－４］業態別１，000台当たりの重大事故件数の推移

発生件数 車両数 千台当件数 発生件数 車両数 千台当件数 発生件数 車両数 千台当件数 発生件数 車両数 千台当件数 発生件数 車両数 千台当件数

バス 184 10,135 18.2 224 9,917 22.6 175 9,705 18.0 161 9,485 17.0 151 9,237 16.3

ハイタク 27 14,670 1.8 23 14,387 1.6 35 14,050 2.5 21 13,564 1.5 19 13,284 1.4

トラック 226 105,046 2.2 247 106,687 2.3 211 107,957 2.0 201 108,204 1.9 233 108,141 2.2

計 437 129,851 3.4 494 130,991 3.8 421 131,712 3.2 383 131,253 2.9 403 130,662 3.1

注：車両数は、各年１２月末現在の保有台数

　［図１－６］業態別１，000台当たりの重大事故件数の推移

　平成２９年以降の業態別事業用自動車１，０００台当たりの重大事故件数の推移は、［表１－４］のとお
りである。
　令和３年は前年と比較すると、バスについては１７．０件から１６．３件に減少、ハイタクについては１．５
件から１．４件に減少、トラックについては１．９件から２．２件に増加した。［図１－６］
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（５）業態別事業用自動車１，０００台当たりの重大事故件数の推移（車両故障除く）

　［表１－５］業態別１，000台当たりの重大事故件数の推移（車両故障除く）

発生件数 車両数 千台当件数 発生件数 車両数 千台当件数 発生件数 車両数 千台当件数 発生件数 車両数 千台当件数 発生件数 車両数 千台当件数

バス 25 10,135 2.5 42 9,917 4.2 34 9,705 3.5 25 9,485 2.6 25 9,237 2.7

ハイタク 27 14,670 1.8 23 14,387 1.6 35 14,050 2.5 21 13,564 1.5 19 13,284 1.4

トラック 189 105,046 1.8 188 106,687 1.8 150 107,957 1.4 138 108,204 1.3 156 108,141 1.4

計 241 129,851 1.9 253 130,991 1.9 219 131,712 1.7 184 131,253 1.4 200 130,662 1.5

注：車両数は、各年１２月末現在の保有台数

　［図１－７］業態別１，000台当たりの重大事故件数の推移（車両故障除く）

　平成２９年以降の車両故障を除いた業態別事業用自動車１，０００台当たりの重大事故件数の推移
は、［表１－５］のとおりである。
　令和３年は前年と比較すると、バスについては２．６件から２．７件に増加、ハイタクについては１．５件
から１．４件に減少、トラックについては１．３件から１．４件に増加した。［図１－７］
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２．重大事故の種類別件数と死傷者数の推移
（１）事故種類別件数と死傷者数の推移

　[表２－１]事故種類別件数等の推移

年別

区分 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷
者 者 者 者 者 者 者 者 者 者

事故種類 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数 数

転　覆 27 2 18 22 6 19 1 10 14 1 6 10 7

転　落 13 7 12 7 14 1 14 9 3 9 1 3

火　災 20 7 24 2 12 17 1 22 5

衝　突 96 36 138 95 46 144 62 29 108 52 14 103 57 14 129

車　内 5 7 13 23 11 11 8 18 10 10

死　傷 49 10 40 44 17 28 59 25 36 35 17 21 39 16 24

健康起因 16 5 5 29 6 7 29 12 8 26 6 12 26 4 17

飲　酒 4 1 4 2 4 2 8 1 6 4

車両故障 196 241 2 202 199 203

その他 11 12 10 5 9 7 15 15 21 16

計 437 53 235 494 69 226 421 68 196 383 38 180 403 35 215

　［図２－１］事故種類別件数の推移

　平成２９年以降の事故種類別件数と死傷者数の推移は[表２－１]のとおりである。
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（２）県別、業態別発生件数の推移

　[表２－２]　県別、業態別発生件数の推移　

県 年

業態

バ　　ス 11 14 15 13 10
ハイタク 6 2 3 4 3
トラック 29 33 27 29 27

計 46 49 45 46 40
バ　　ス 10 10 0 5 2
ハイタク 7 2 3 3 4
トラック 38 57 31 24 51

計 55 69 34 32 57
バ　　ス 91 115 101 98 95
ハイタク 11 11 17 7 6
トラック 53 45 49 56 49

計 155 171 167 161 150
バ　　ス 12 6 7 6 11
ハイタク 0 3 3 5 3
トラック 30 29 30 27 28

計 42 38 40 38 42
バ　　ス 4 7 12 5 9
ハイタク 0 2 4 1 1
トラック 24 30 37 27 29

計 28 39 53 33 39
バ　　ス 56 72 40 34 24
ハイタク 3 3 5 1 2
トラック 52 53 37 38 49

計 111 128 82 73 75
バ　　ス 184 224 175 161 151
ハイタク 27 23 35 21 19
トラック 226 247 211 201 233

計 437 494 421 383 403

　[図２－２]　県別、業態別発生件数の推移　
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　平成２９年以降の県別、業態別の発生件数の推移は[表２－２]のとおりである。
　令和３年の県別の事故件数を前年と比較すると、岩手県においては事故件数が大きく増加した
が、３年１月に発生したホワイトアウトによる多重事故も増加しているひとつの要因。
　業態別では、トラックで増加した。
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　[図２－３]　県別、業態別発生件数の推移　
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３．重大事故の県別、業態別、事故種類別発生状況

（１）県別、業態別、事故種類別発生状況

　令和３年の県別、業態別、事故種類別発生状況は[表３－１]のとおりである。

　[表３－１]県別、業態別、事故種類別発生状況

県
　業態

区分

件数 3 3 2 2 1 1 4 4 10 10

死者  

傷者 1 1 2 2 4 4 7 7

件数 2 2 1 1 1 1 5 5 9 9

死者 1 1 1 1

傷者 1 1 2 2 3 3

件数 3 3 5 5 3 3 1 1 4 4 6 6 22 22

死者  

傷者 2 2 3 3 5 5

件数 1 6 7 1 7 8 3 1 11 15 2 1 2 5 1 4 5 17 17 6 4 47 57

死者 5 5 2 2 1 1 6 6 14 14

傷者 2 6 8 1 13 14 32 1 20 53 4 2 7 13 4 10 14 27 27 40 6 83 129

件数 2 2 2 1 3 4 4 1 1 9 1 10

死者  

傷者 2 2 2 1 3 4 4 1 1 9 1 10

件数 2 5 7 3 9 12 2 3 5 1 2 4 7 1 3 4 2 2 4 1 12 26 39

死者 3 3 5 5 3 3 1 2 3 1 1 2 1 1 14 16

傷者 2 2 4 3 4 7 2 2 1 2 2 5 2 2 2 2 4 1 11 12 24

件数 1 2 3 5 5 4 1 3 8 1 1 3 3 6 3 3 8 1 17 26

死者 1 1 2 2 1 1 4 4

傷者 2 2 2 2 2 2 1 7 8 3 3 1 16 17

件数 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 6 6

死者  

傷者 1 1 2 2 1 1 4 4

件数 7 4 11 2 16 18 86 17 103 3 16 19 5 13 18 23 11 34 126 77 203

死者  

傷者  

件数 2 2 7 7 1 8 9 1 2 3 1 1 19 21

死者  

傷者 2 2 1 7 8 6 6 1 15 16

件数 10 3 27 40 2 4 51 57 95 6 49 150 11 3 28 42 9 1 29 39 24 2 49 75 151 19 233 403

死者 4 4 6 6 8 8 1 4 5 1 4 5 7 7 1 1 33 35

傷者 2 4 12 18 4 21 25 34 5 33 72 9 4 16 29 5 22 27 1 2 41 44 51 19 145 215
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内
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（２）火災事故発生状況

　［表３－２］火災事故原因別発生状況

令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

原動機 2 2

動力伝達装置

車輪 2 2 2 2

タイヤ 3 3

車軸 2 2

操縦装置

制動装置 4 8 4 8

緩衝装置

燃料装置

電気装置 2 1 4 3 4

騒音防止装置

ばい煙等防止装置 1 1

内圧容器

そ の 他 1 1

1 2 1 2

4 4

2 15 17 22

11.8% 88.2%

（３）車輪脱落事故発生状況

　［表３－３］車輪脱落事故故障部位別発生状況

令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

32 38 32 38
（日常点検不備等によるもの） (30) (35) (30) (35)

（日常点検不備等によるもの）

32 38 32 38
（日常点検不備等によるもの） (30) (35) (30) (35)

カッコ内は内数

ハブボルト・ナット

その他の部品

合計

業態 バス ハイタク トラック 合計

故障部位

原因

車
両
の
故
障

衝突

その他
計

　令和２年及び令和３年の事業用自動車の車輪脱落事故の故障部位別発生状況は［表３－３］のとおりで
ある。
　業態別にみると、令和２年及び令和３年はともにトラックのみで発生しており、バスとハイタクでの車輪脱
落事故は無かった。
　また、故障部位別にみると、車輪脱落事故のうちハブボルト・ナットに起因するものが、令和２年及び令和
３年はともに１００％を占めている。
　ハブボルト・ナットに起因する車輪脱落事故のうち、日常点検不備等により事故に至ったと判断されるもの
が、令和２年年においては約９３．８％を占め、令和３年においては約９２．１％を占めている。

　令和２年及び令和３年の事業用自動車の火災事故の原因別発生状況は［表３－２］のとおりである。
　業態別にみると、令和２年はバスとトラックで発生し、令和３年はトラックのみで発生している。
　また、車両の故障に起因するものが全体に占める割合が高く、令和３年は前年と同様で特に制動装置の
故障に起因するものが多く発生している。

業態 バス ハイタク トラック 合計
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（４）車両故障発生状況

　［表３－４］車両故障発生状況

業態

故障部位 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

原動機 25 35 9 14 34 49

動力伝達装置 18 27 2 9 20 36

車輪 2 34 40 36 40

タイヤ 6 3 1 7 7 10

車軸 1 3 4 4 4

乗車装置 5 4 5 4

制動装置 10 8 5 11 15 19

緩衝装置 2 7 2 7

燃料装置 15 5 8 4 23 9

電気装置 19 18 4 4 23 22

騒音防止装置 1 1

ばい煙等防止装置 5 2 1 1 6 3

内圧容器 17 9 1 1 18 10

そ の 他 12 8 5 2 17 10

計 138 126 73 97 211 223

　［図３－１］車両故障発生状況（令和３年）

　令和２年、令和３年の事業用自動車の車両故障発生状況（火災に至ったものを含む）は［表３－４］
のとおりである。
　令和３年における件数は前年と比較すると増加しており、バスが全体の約５６．５％を占めている。
また、故障部位別でみると、原動機が約２２．０％、車輪が約１７．９％、動力伝達装置が約１６．１％、
電気装置が約９．９％、制動装置が約８．５％を占めている。

バス ハイタク トラック 合計
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４．月別、曜日別、時刻別、重大事故発生状況
（１）月別、業態別、事故種類別発生状況

　［表４－１］月別、業態別、事故種類別発生状況

バス ハイタク トラック 計 転覆 転落 火災 衝突 車内 死傷 健康起因 車両故障 その他

１月 15 1 40 56 3 1 1 11 0 5 0 21 14

２月 16 1 13 30 0 0 0 5 2 2 3 18 0

３月 15 3 10 28 0 1 1 4 2 3 0 17 0

４月 6 3 13 22 0 0 2 4 0 6 0 6 4

５月 12 1 19 32 0 0 3 2 0 2 1 21 3

６月 12 1 9 22 1 0 2 0 1 3 1 14 0

７月 14 1 14 29 0 2 2 5 0 1 3 15 1

８月 12 0 21 33 2 1 1 5 0 2 4 18 0

９月 12 1 23 36 3 3 2 6 0 1 3 17 1

１０月 13 3 16 32 0 0 1 6 2 7 4 12 0

１１月 12 3 28 43 1 0 2 6 3 4 1 25 1

１２月 12 1 27 40 0 1 5 8 0 3 1 19 3

計 151 19 233 403 10 9 22 62 10 39 21 203 27

　［図４－１］月別発生状況

　令和３年の月別の事故発生状況は[表４－１]のとおりであり、１月の発生が多く、次いで１１
月、１２月の発生が多い。

業　態　 事　故　種　類
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（２）曜日別、業態別発生状況

　［表４－２］曜日別、業態別発生状況

令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

日 17 12 3 1 13 10 33 23

月 16 25 3 1 31 35 50 61

火 22 24 3 3 40 53 65 80

水 32 29 3 33 37 65 69

木 31 25 4 2 36 45 71 72

金 28 24 4 3 33 34 65 61

土 15 12 4 6 15 19 34 37

計 161 151 21 19 201 233 383 403

　［図４－２］曜日別、業態別発生状況（令和３年）

　令和２年及び令和３年の曜日別の事故発生状況は［表４－２］のとおりであり、日曜日の発生
が少ない。
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（３）時刻別、業態別状況

　［表４－３］時刻別、業態別発生状況

0～2 2～4 4～6 6～8 8～10 10～12 12～14 14～16 16～18 18～20 20～22 22～24

バス 1 1 18 19 20 20 22 22 25 3 151

ハイタク 2 1 2 1 3 2 3 2 2 1 19

トラック 12 9 20 20 19 38 29 28 16 14 12 16 233

計 15 10 23 39 41 58 51 53 38 41 17 17 403

　［図４－３］時刻別、業態別発生状況

　令和３年の時刻別の事故発生状況は［表４－３］のとおりである。
　業態別にみると、バスは６時から２０時にかけて日中から夕方にかけて多く発生しており、ハイタクは時間帯に
関係なく発生し、トラックは４～１８時の朝方から夕方にかけて多く発生している。全体としては日中から夕方にか
けて多く発生しており、その中でも特に１０～１６時が多く発生している。

発　生　時　刻　（時）
合計

1 1

18 19 20 20 22 22
25

32
1

2

1
3 2

3
2

2

1

12

9

20

20
19

38
29

28

16

14

12
16

0

10

20

30

40

50

60

70

0～2 2～4 4～6 6～8 8～10 10～12 12～14 14～16 16～18 18～20 20～22 22～24

発 生 時 刻 （時）

（件数） バス ハイタク トラック

-15-



５．重大事故の原因別発生状況

（１）業態別、原因別発生状況
令和２年、令和３年の業態別、原因別発生状況は[表５－１]のとおりである。

 ［表５－１］業態別、原因別発生状況

令和
２年

令和
３年

令和
２年

令和
３年

令和
２年

令和
３年

令和
２年

令和
３年

令和
２年

令和
３年

喫煙運転

脇見運転 2 9 11 9 13
歩行者に対する不注意 1 8 8 9 8 17 17
左折、右折不適切 2 1 5 4 7 5
安全速度の不履行 1 2 7 2 8
最高速度制限の不履行 1 1 8 6 9 7
漫然運転 1 2 6 11 9 11
発車時の安全確認の不良又は不履行 3 8 1 3 9
悪路における運転操作不適切 1 11 3 12 3
追越不適切 3 3
制動操作不適切 2 2
信号無視 1 1 1 3 4 2
後退方法不適切 2 1 2 1
退避不適切 1 1 1 1 2
車間距離の不適切 1 1
一時停止又は徐行不履行 1 1
右側通行

乗務中の雑談

携帯電話の操作

居眠り運転 1 1
飲酒時の運転 1 7 6 8 6
その他 1 1 1 9 7 11 8

小　計 9 12 15 15 73 70 97 97 25.3% 24.1%
脳疾患 1 2 3 6 5 7
心臓疾患 1 2 3 3 3
その他 6 7 1 1 12 8 19 16

小　計 6 8 4 1 17 17 27 26 7.0% 6.5%
日常点検の不履行又は不適切 13 1 26 30 39 31
定期点検整備の不履行又は不適切 8 2 3 4 11 6
臨時整備の不適切 4 3 3 7 7 10
その他 113 120 44 54 157 174

小　計 138 126 76 95 214 221 55.9% 54.8%
信号等無視 1 1
車の直前直後横断

車道通行 1 1
酩酊徘徊中　

飛び出し 2 2 2 2
その他

小　計 1 2 3 2 4 0.5% 1.0%
踏切警手の不適切

他の車両の不注意 8 4 1 2 28 37 37 43
その他 1 11 12

小　計 8 5 1 2 28 48 37 55 9.7% 13.6%
その他 1 5 1 0.3% 0.0%

合　計 161 151 21 19 201 233 383 403 99% 100%
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（２）原因割合

　[図５－１］原因別発生状況

　[図５－２]　業態別、責任別発生状況

　令和３年の原因別発生状況［図５－１］をみると、全件数４０３件中、事業者が有責となる事故は３４４件
発生し、全体の約８５．３％を占めており、その多くが運転操作不良及び車両故障に起因するものであ
る。さらに運転操作に起因する事故の内訳をみると、脇見運転が約１３．４％、歩行者に対する不注意が
約１７．５％、左折、右折時の安全確認が不適切だったものが約５．２％、最高速度制限の不履行だった
ものが約７．２％、発車時安全確認不良が９．３％を占めている。
　令和３年の業態別、責任別発生状況［図５－２］をみると、バスにおいては約９６．７％が有責であり、有
責のうち車両故障に起因するものが約８６．３％を占め、健康状態に起因するものが約５．５％を占めて
いる。ハイタクにおいては約８４．２％が有責であり、有責のうち運転操作に起因するものが約９３．８％を
占め、健康状態に起因するものが約６．２％を占めている。トラックにおいては約７８．１％が有責であり、
有責のうち運転操作に起因するものが約３８．５％を占め、車両故障に起因するものが約５２．２％を占
めている。

健康状態
5.5%

運転操作
8.2%

車両故障
86.3%

有責

84.2%無責
15.8%

ハイタク 健康状態
9.3%

運転操作
38.5%

車両故障
52.2%

有責

96.7%

無責

3.3%

バス

健康状態
6.2%

運転操作
93.8%

健康状態
6.5%

運転操作
24.1%

車両故障
54.8%

無責
14.6%

その他 36.1%

歩行者に対する不注意 17.5%

左折、右折不適切 5.2%

最高速度制限の不履行 7.2%
漫然運転 11.3%

発車時安全確認不良 9.3%

脇見運転 13.4%

有責
78.1%

無責
21.9%

トラック

-17-



６．事業用自動車の乗務員に起因する重大事故発生状況

（１）乗務員に起因する重大事故の発生状況

　［表６－１］乗務員に起因する事故発生状況

業態

種類 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

転　　　覆 12 8 12 8

転　　　落 2 7 9 9 9

火　　　災 2 3 1 5 1

衝　　　突 2 2 16 20 16 19

車　　　内 6 8 1 1 7 9

死　　　傷 1 1 12 11 20 20 33 32

健康起因 6 8 4 1 16 12 26 26

そ の 他 1 1 1 18 17 19 19

計 15 20 20 16 92 87 127 123

（２）衝突事故発生状況

　［表６－２］乗務員に起因する衝突事故発生状況
業態

状態 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

正面衝突 1 1 5 1 6

側面衝突 1 1 4 1 4 3

追　　　突 8 8 8 8

接　　　触 1 1 1 1 2

物件衝突 2 2

計 2 2 16 15 16 19

 ［図６－１］状態別衝突事故発生状況（令和３年）

　令和２年及び令和３年の乗務員に起因する重大事故の発生状況は［表６－１］のとおりである。
　令和３年の事故の種類別をみると、バスにおいては健康起因事故と車内事故が約４０．０％、ハイタ
クにおいては死傷事故が約６８．８％を占めている。トラックにおいては衝突事故と死傷事故が約２３．
０％、健康起因事故が約１３．８％を占めている。

バス ハイタク トラック 計

　［表６－１］の令和２年の衝突事故１６件と令和３年の衝突事故２４件を衝突状態別に分けると［表６
－２］のとおりである。
　令和２年はトラックのみだったが、令和３年は全業態で発生しており、正面衝突と追突が多く発生し
ている。

バス ハイタク トラック 計

1

1 1

1

1

8

1

5

0 2 4 6 8 10

物件衝突

接触

追突

側面衝突

正面衝突

（件数）

バス ハイタク トラック
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（３）死傷事故発生状況

　［表６－３］乗務員に起因する死傷事故発生状況

令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

2 4 4 6 4

1 1 2 4 1 8 4 13

3 2 3 2

1 1 1 1 2

1 1

2 1 2 1

3 1 7 4 10 5

2 3 5 1 7 4

1 1 12 10 20 21 33 32計

路上作業

路上遊戯

自転車運転

乗降中

安全地帯

その他

酩酊

歩行者等の状態

左側通行

右側通行

信号無視

車道通行

歩道通行

横断歩道歩行

車の直前横断

斜横断

飛び出し

　［表６－１］の令和２年の死傷事故３３件と令和３年の死傷事故３２件を、事故発生時における死傷者の状
態別に分けると［表６－３］のとおりである。
　令和３年は前年と比較すると、自転車運転時の事故が半数の５件に減少しており、横断歩道歩行に対して
１３件が発生しており、９件増加している。

業態 バス ハイタク トラック 計
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７．乗務員に起因する重大事故惹起運転者の状況

（１）年齢層別発生状況

　[表７－１]年齢層別発生状況
業態

年齢（歳）

２４歳以下 3 3
２５～２９ 1 8 9
３０～３４ 1 3 4
３５～３９ 1 7 8
４０～４４ 4 11 15
４５～４９ 1 16 17
５０～５４ 3 1 10 14
５５～５９ 4 13 17
６０～６４ 2 3 11 16
６５～６９ 2 5 2 9
７０～７４ 1 4 3 8
７５～７９ 3 3

計 20 16 87 123

　[図７－１]年齢層別発生状況

　令和３年の乗務員に起因する重大事故発生件数を、運転者の年齢層別にみると［表７－１］のと
おりである。
　各業態毎の事故惹起運転者の年齢層の割合をみると、最も割合の多い年齢層はバスにおいて
は４０～４４歳・５５～５９歳でそれぞれ約２０．０％を占めており、ハイタクにおいては６５～６９歳で
約３１．３％を占めており、トラックにおいては４５～４９歳で約１８．４％を占めており、全体的にみ
ると４０代と50代で約５１．２％と半数以上を占めていた。

バ　ス ハイタク トラック 計

1 1 1

4

1
3

4
2 2

1 3
5

3

8

3

7

11
16 10

13 11

2

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

24歳以下 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65～69

年齢

バス ハイタク トラック
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（２）経験年数別発生状況

　[表７－２]経験年数別発生状況

令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

       １年未満 2 1 1 3 7 9 10 13
　１～　２未満 2 1 6 6 8 7
　２～　３未満 1 5 5 6 5
　３～　４未満 2 1 4 3 7 3
　４～　５未満 2 4 2 6 2

9 2 2 3 26 25 37 30
2 7 5 19 14 26 21
2 1 4 4 10 15 16 20

5 5 3 8 6 13 14
1 1 1 2 9 10 11 13
1 4 3 4 20 17 24 25

15 20 20 16 92 87 127 123

　[図７－２]経験年数別発生状況（令和３年）

　令和２年及び令和３年の乗務員に起因する重大事故を運転者の経験年数別にみると［表７－２］のと
おりである。
　令和２年、令和３年ともに経験年数５年未満の運転者による事故が最も多く発生しており、令和３年に
おいては約２４．４％を占めていたが、経験年数２５年以上の運転者も約２０．３％と多い割合を占めてい
た。

業態
バ　ス ハイタク トラック 計経験

２０～２５未満

      ２５年以上

計

年数（年）

５
年
未
満
内
訳

　５年未満小計

　５～１０未満

１０～１５未満

１５～２０未満

9 

2 2 1 1 

2 

5 4 
5 1 3 

26 

19 

10 
8 

9 

20 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

5年未満 5-10年 10-15年 15-20年 20-25年 25年以上

（件数）

バス ハイタク トラック
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（３）乗務開始から事故発生までの乗務距離

　[表７－３]乗務開始から事故発生までの乗務距離

業態

乗務

距離(Km) 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年

 　０～　５０ 11 10 7 12 14 25 32 47

 ５１～１００ 4 6 8 3 22 10 34 19

１０１～１５０ 2 3 1 10 13 13 16

１５１～２００ 2 2 13 10 15 12

２０１～３００ 12 11 12 11

３０１～４００ 8 5 8 5

４０１～５００ 3 2 3 2

５０１以上　 10 11 10 11

計 15 20 20 16 92 87 127 123

　[図７－３]乗務開始から事故発生までの乗務距離（令和３年）

令和２年及び令和３年の乗務員に起因する事故の事故当日の乗務開始から事故発生までの乗務距離は
[表７－３]のとおりである。
　令和２年、令和３年ともに全体で乗務距離が１００ｋｍ以下において事故が多く発生している。

バ　ス ハイタク トラック 計

11

4

7

8

3 2

25 

10 

13 

10 
11 

5 
2 

11 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

50㎞以下 51-100 101-150 151-200 201-300 301-400 401-500 501㎞以上

（件数）

バ ス ハイタク トラック
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Ⅲ 「事業用自動車事故調査報告書」を活用した 

同種事故の再発防止について 
 

 

平成２６年６月、（公財）交通事故総合分析センターを事務局として、各分

野の専門家から構成される「事業用自動車事故調査委員会」が設置され、以後

国土交通省の委託に基づき重大事故の事故要因の調査分析を行っています。 

また、調査を行った重大事故については「事業用自動車事故調査報告書」に

取りまとめ、順次公表しています。 

なお、令和４年８月現在における調査案件は別表のとおりで、５０件につい

て「事業用自動車事故調査報告書」が公表され、原因の調査・分析結果に基づ

く再発防止策が提言されておりますので、同提言などを元に同種事故の防止に

向けて積極的に取り組んでいただきたいと思います。（今回、令和２年８月以

降に公表された事故調査報告書の概要版を掲載しております。） 

 

《事業用自動車事故調査報告書・概要版》 

別紙１．大型乗合バスの衝突事故（神奈川県横浜市） 

別紙２．大型乗合バスの衝突事故（兵庫県神戸市） 

別紙３．大型トラクタ・セミトレーラの追突事故（石川県かほく市） 

別紙４．大型トラックの衝突事故（岐阜県多治見市） 

別紙５．大型タンク車の追突事故（北海道石狩郡当別町） 

別紙６．タクシーの衝突事故（兵庫県神戸市） 

別紙７．大型トラックの追突事故（滋賀県蒲生郡竜王町） 

別紙８．大型トラックの踏切事故（神奈川県横浜市） 

別紙９．中型トラックの追突事故（大阪府堺市） 

別紙１０．大型トラックの衝突事故（滋賀県高島市） 

 

 

 

 

※詳細は以下の国土交通省ＨＰに掲載されておりますので、ご覧下さい。 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/jikochousa/report1.html 
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特別重要調査対象

事案
番号

発生年月日 事故の種類 発生場所 事故の状況 進捗状況

1 平成26年9月26日 貸切バスの追突事故 神奈川県平塚市
貸切バスが、路肩側に停車していた高所作業車に追突した事故。
重傷2名、軽傷14名。 平成27年11月11日公表

2 平成27年1月9日 乗合バスの衝突事故 東京都大田区
乗合バスが、信号機の柱に衝突した事故。
重傷1名、軽傷18名。 平成28年5月27日公表

3 平成27年7月14日 貸切バスの追突事故 三重県四日市市
貸切バスが、ダンプカーに追突し転落した事故。
重傷3名、軽傷22名。 平成29年2月28日公表

4 平成28年1月7日 乗合バスの衝突事故 東京都小金井市
乗合バスが、信号機等をなぎ倒しアパートに衝突した事故。
軽傷1名。 平成29年5月23日公表

5 平成28年1月15日 貸切バスの転落事故 長野県北佐久郡軽井沢町
貸切バスが、対向車線をはみ出して崖下に転落した事故。
死亡15名、重傷22名、軽傷4名。 平成29年7月5日公表

6 平成28年3月17日 中型トラックの追突事故 広島県東広島市
中型トラックが、トンネル内で渋滞の車列に追突し火災が発生した事
故。
死亡2名、軽傷4名。

平成29年12月6日公表

7 平成29年8月25日 大型トラックの衝突事故 徳島県鳴門市大津町
大型トラックが、故障で停車していたマイクロバスに追突した事故。
死亡2名、重傷2名、軽傷12名。 平成31年1月25日公表

8 平成29年11月22日
大型トラクタ・バンセミトレー
ラの衝突事故

大阪府大阪市平野区
大型トレーラが車線変更をした際、横を走っていたタクシーに衝突した
事故。
死亡1名、重傷2名。

令和元年8月2日公表

9 平成30年2月15日 大型トラックの追突事故 愛知県岡崎市
大型トラックが赤信号で停止していた別のトラックに追突し、更にその
前方の軽自動車など合計6台が関係する多重事故。
死亡1名、重傷1名、軽傷3名。

令和2年1月31日公表

10 平成30年10月28日 乗合バスの多重追突事故 神奈川県横浜市
乗合バスが、信号待ちで停止していた乗用車に追突し、更に前方の別
の乗合バスが関係する多重事故。
死亡1名、重傷3名、軽傷3名。

令和3年1月29日公表
本資料
別紙1

11 平成31年4月21日 乗合バスの対歩行者事故 兵庫県神戸市
乗合バスが、横断歩道に赤信号で進入し、横断歩道を横断していた歩
行者をはねた事故。
死亡2名、重傷1名、軽傷3名。

令和3年5月28日公表
本資料
別紙2

12 令和元年9月5日
大型トラックと鉄道車両の
衝突事故

神奈川県横浜市神奈川区
大型トラックが、踏切において、電車と衝突した事故。
死亡1名、重傷15名、軽傷62名。 令和3年12月24日公表

本資料
別紙8

13 令和2年4月19日 乗合バスの対歩行者事故 東京都新宿区
乗合バスが交差点を右折する際に、横断歩道を横断していた歩行者を
はねた事故。
死亡1名。

調査中

14 令和2年7月24日 乗合バスの対自転車事故 神奈川県横浜市都筑区
乗合バスが交差点を右折する際に、横断歩道を横断していた自転車
利用者をはねた事故。
死亡1名。

調査中

15 令和3年8月28日 乗合バスの対自転車事故 福岡県北九州市小倉北区
乗合バスが、道路左側を走行していた自転車利用者をはねた事故。
死亡1名。 調査中

16 令和3年12月16日
大型トレーラの対歩行者事
故

徳島県小松島市
大型トレーラが、交差点を左折する際に、横断歩道を横断していた歩
行者をはねた事故。
死亡1名。

調査中

17 令和4年8月22日 乗合バスの横転・火災事故 愛知県名古屋市北区
高速乗合バスが、乗客を乗せ運行中に横転し、炎上した事故。
死亡２名、軽傷７名。 調査中

重要調査対象

事案
番号

発生年月日 事故の種類 発生場所 事故の状況 進捗状況

1 平成26年7月2日 大型トレーラの追突事故 石川県かほく市
大型トレーラが道路作業中のトラックに追突した事故。
死亡2名、軽傷2名。 令和2年8月28日公表

本資料
別紙3

2 平成26年7月15日
トラクタ・コンテナセミトレー
ラの横転事故

新潟県小千谷市
国際海上コンテナトレーラが、対向車線の防護柵に衝突、横転した事
故。
死亡1名。

平成27年4月15日公表

3 平成26年8月4日 貸切バスの追突事故 東京都江東区
首都高速9号線で貸切バスが乗合バスに追突した事故。
軽傷10名。 平成27年7月29日公表

4 平成26年8月7日
トラックの積載物（劇物）落
下漏洩事故

大分県臼杵市
過酸化水素水入りのポリタンクを積んだトラックが、荷崩れを起こし路
面へ落下させた事故。
けが人等はなし。

平成27年4月15日公表

5 平成26年8月25日 貸切バスの追突事故 静岡県富士市
貸切バスが前方を走行していたトラックに追突した事故。
重傷2名、軽傷25名。 平成27年11月11日公表

6 平成26年8月23日
トレーラの積載物（食用油）
漏洩事故

大阪府及び和歌山県
国際海上コンテナトレーラに積載された約23キロリットルの食用油のう
ち約7キロリットルを流出させ路上に漏えいした事故。 平成27年11月11日公表

7 平成26年10月22日 大型トラックの追突事故 静岡県浜松市
大型トラックに後続の大型トラックが追突し、追突された大型トラックが
タンク車と貸切バスに玉突き追突した多重事故。
重傷1名、軽傷2名。

平成28年2月17日公表

8 平成26年11月8日 貸切バスの衝突事故 東京都板橋区
オートバイとの衝突をきっかけに発生した貸切バス3台の玉突事故。
軽傷57名。 平成28年5月27日公表

9 平成26年11月27日 タンク車の追突事故 愛知県犬山市
信号待ちをしていた車両にタンク車が追突した9台が絡む多重事故。
軽傷9名。タンク車より危険物6キロリットルが漏洩した。 平成28年2月17日公表

10 平成26年12月23日
トラクタ・コンテナセミトレー
ラの横転事故

東京都葛飾区
国際海上コンテナを積載したトレーラの横転事故。
死亡1名、軽傷1名。 平成28年8月2日公表

11 平成27年1月14日 乗合バスの衝突事故 千葉県白井市
乗合バスが、道路左側のガードレールに衝突した後に住宅のフェンス
に衝突した事故。
重傷3名、軽傷5名。

平成28年5月27日公表

12 平成27年1月20日 乗合バスの衝突事故 北海道小樽市
乗合バスが圧雪凍結の道路で前の車両への追突回避のためハンドル
を操作したところ、スリップして道路左側施設の石垣に衝突した事故。
軽傷10名。

平成28年5月27日公表

事業用自動車事故調査委員会の調査案件
（令和４年８月現在、計６１件の事故を調査し、そのうち５０件について報告書を公表）
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13 平成27年1月30日 乗合バスの追突事故 北海道中川郡
乗合バスがトレーラに追突し、その弾みで道路標識に衝突した事故。
重傷2名、軽傷3名。 平成28年5月27日公表

14 平成27年4月17日
トレーラの積載物（危険物）
漏洩事故

静岡県富士宮市
タンクセミトレーラが横転し、道路外に転落した事故。灯油等危険物を
漏洩した。
死亡1名。

平成28年12月13日公表

15 平成27年4月22日 貸切バスの衝突事故 熊本県南小国町
貸切バスが道路脇の街路樹に衝突した事故。
重傷2名、軽傷19名。 平成28年8月2日公表

16 平成27年4月27日 貸切バスの追突事故 静岡県浜松市
貸切バスが赤信号で停止していた別の貸切バスに追突した事故。
軽傷28名。 平成29年2月28日公表

17 平成27年6月29日
トラクタ・コンテナセミトレー
ラの転落事故

神奈川県足柄下郡箱根町
可燃物を積載したコンテナセミトレーラが転落し炎上した事故。
死亡1名。 平成28年12月13日公表

18 平成27年7月4日 貸切バスの横転事故 大分県別府市
貸切バスが雨でスリップし横転した事故。
重傷4名、軽傷9名。 平成29年12月6日公表

19 平成27年12月23日
トラクタ・コンテナセミトレー
ラの衝突事故

東京都江戸川区
国際海上コンテナを積載したトレーラの衝突事故。
死傷者なし。 平成29年12月6日公表

20 平成28年5月30日 タクシーの衝突事故 東京都江戸川区
法人タクシーが、側道との分岐部に衝突した事故。
死亡1名、軽傷1名。 平成29年12月6日公表

21 平成28年5月3日 中型トラックの追突事故 山口県下松市
中型トラックが、渋滞中の車列に追突した事故。
死亡3名、重傷2名、軽傷6名。 平成30年6月8日公表

22 平成28年6月4日
トラクタ・車両運搬セミトレー
ラの対歩行者事故

大阪府大阪市住之江区
車両運搬セミトレーラが、横断歩道を横断中の歩行者をはねた事故。
死亡1名、重傷1名。 平成30年6月8日公表

23 平成28年8月28日 大型トラックの追突事故 静岡県焼津市
トラックが故障で停車していたトレーラーに追突し、トラックに積んでい
たドラム缶が路上に散乱、ドラム缶に入っていた工業用油の一部が漏
えいした事故。軽傷1名。

平成30年6月8日公表

24 平成28年10月2日 大型トラックの衝突事故 愛知県岡崎市
トラックが故障で停車していた高速乗合バスに追突した事故。
死亡2名、重傷1名、軽傷4名。 令和元年8月2日公表

25 平成28年10月8日
トラクタ・バンセミトレーラの
追突事故

香川県観音寺市
バンセミトレーラが祭りの列に追突した事故。
死亡1名、重傷4名、軽傷33名。 平成30年6月8日公表

26 平成29年1月17日 大型トラックの衝突事故 長崎県佐世保市

大型トラックがオートバイを追い越した際、道路右側の民家の門柱に衝
突し、積載していたコンテナが落下。コンテナに入っていた塩酸及び希
硫酸が漏洩した事故。
重傷1名、軽傷1名。

令和元年8月2日公表

27 平成29年2月26日 貸切バスの衝突事故 長野県佐久市
貸切バスがトンネルの側壁に衝突した事故。
重傷2名、軽傷10名。 平成31年1月25日公表

28 平成29年7月13日 貸切バスの転落事故 福井県あわら市
貸切バスが単独で道路左側の路肩に車体の左側を下にして横転した
事故。
重傷2名、軽傷1名。

平成31年1月25日公表

29 平成29年8月18日 貸切バスの転落事故 北海道上川郡清水町
貸切バスが単独で道路左側の草むらに転落した事故。
重傷11名、軽傷32名。 平成31年1月25日公表

30 平成29年8月30日 大型トラックの追突事故 岐阜県多治見市
大型トラックが、工事規制区間の工事現場に停車していた工事用車両
に追突した事故。
死亡1名、重軽傷9名。

令和2年8月28日公表
本資料
別紙4

31 平成29年11月17日 大型乗合バスの衝突事故 兵庫県神戸市中区
高速乗合バスが車線変更した際、二輪車に気付かず接触した事故。
死亡1名。 令和元年8月2日公表

32 平成29年11月25日 乗合バス（中型）衝突事故 東京都世田谷区
乗合バスが道路左側のガードレールを押し倒しながら進行し、電柱に
衝突した事故。
軽傷13名。

令和2年1月31日公表

33 平成30年2月13日 タンク車の追突事故 北海道石狩郡当別町
タンクローリーが信号待ちの軽乗用車に追突し、その弾みで軽乗用車
が更に前方の別のトラックに追突した事故。
死亡2名、軽傷1名。。

令和3年1月29日公表
本資料
別紙5

34 平成30年5月14日 法人タクシーの衝突事故 兵庫県神戸市中央区
法人タクシーがセンターラインを超えて対向車の大型トレーラと衝突し
た事故。
死亡1名、重傷1名、軽傷1名。

令和2年8月28日公表
本資料
別紙6

35 平成30年6月19日 タクシーの衝突事故 長崎県平戸市
法人タクシーが乗客１名を乗せ運行中、センターラインを越えて対向車
の乗用車と衝突した事故。
重傷1名、軽傷3名。

令和2年1月31日公表

36 令和元年5月8日 トラックの多重追突事故 大阪府堺市
トラックが、渋滞のため停止していた別のトラックに追突し、さらに前方
の乗用車2台の計4台が絡む多重事故。
死亡1名、重傷2名、軽傷8名。

令和3年12月24日公表
本資料
別紙9

37 令和元年6月13日
大型トラックの多重追突事
故

滋賀県蒲生郡竜王町
大型トラックが乗用車に追突し、その弾みで乗用車が更に前方の別の
トラックに追突した事故。
死亡3名、軽傷2名。

令和3年5月28日公表
本資料
別紙7

38 令和元年10月27日 大型トラックの衝突事故 滋賀県高島市
大型トラックが、センターラインを越えて対向の乗用車と衝突した事故。
死亡1名、重傷1名。 令和3年12月24日公表

本資料
別紙10

39 令和元年12月11日 大型トラックの死傷事故 千葉県千葉市
大型トラックが、道路工事現場の交通整理員や作業員をはね、さらに
工事関係車両4台に衝突した事故。
死亡2名、重傷2名、軽傷3名。

調査中

40 令和2年6月8日 貸切バスの衝突事故 千葉県千葉市
貸切バスが、交差点の中央分離帯に設置された信号機の支柱に衝突
した事故。
重傷1名、軽傷8名。

調査中

41 令和2年12月17日 法人タクシーの衝突事故 福岡県北九州市
法人タクシーが乗客3名を乗せ運行中、道路右側の電柱に衝突した事
故。
死亡2名、重傷1名、軽傷1名。

調査中

42 令和3年1月4日 法人タクシーの死傷事故 東京都渋谷区
法人タクシーが乗客1名を乗せ運行中、横断歩道を横断中の歩行者を
はねた事故。
死亡1名、重傷5名、軽傷1名。

調査中

43 令和3年7月14日 大型トラックの衝突事故 山梨県甲府市
大型トラックが渋滞のため停車していた乗用車に追突し、その弾みで、
乗用車が更に前方の車両に追突するなど計５台が絡む多重事故。
死亡2名、重傷1名、軽傷2名。

調査中

44 令和3年10月18日 中型トラックの衝突事故 山形県東根市

中型トラックがバス停にて乗車扱いのため停車していた乗合バスに追
突し、更に、左側の歩道に乗り上げ、乗合バスに乗り込もうとしていた
利用者を撥ねるなどした事故。
 重傷2名、軽傷2名。

調査中

注） 負傷者数は、令和４年２月現在で把握しているものです。
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１．監査件数等

　（１）監査実施件数

業態  

  監査種別

1 (2) 10 (11) 1 (2) 10 (11)

業態  

  監査種別

119

２年度 ３年度

一般監査（改善呼出） 6 11 41 32 45 76 92

２年度 ３年度 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度

85 164 189

注） 監査件数は東北運輸局管内における実施件数であり、運輸局・支局の合計件数である。
      街頭監査の（ ）は監査実施台数である。

〔参考〕

バ ス ハ イ タ ク ト ラ ッ ク 計

計 39 68 53 36 72

7 65 51

街 頭 監 査

一 般 監 査 （ 呼 出 ） 16 27 43 17 6

14

一 般 監 査 （ 臨 店 ） 22 30 8 18 52 66 82 114

特 別 監 査 1 2 1 14 12 16

　令和３年度の監査件数は全業態合計で１８９件となっており、前年度を２５件上回った。

Ⅳ　令和３年度自動車運送事業監査結果等について

　平成２６年度より、街頭において事業者を特定せずに貸切バスの運行実態等を確認す

るための街頭監査を実施している。

２年度 ３年度 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度

〔表１〕監査件数

バ ス ハ イ タ ク ト ラ ッ ク 計

２年度 ３年度

0

10

20

30

40

50

60

70

バス ハイタク トラック

特別, 1 
特別, 1 

特別, 12 

一般（臨店）, 30 

一般（臨店）, 18 

一般（臨店）, 66 

一般（呼出）, 27 

一般（呼出）, 17 

一般（呼出）, 7 
街頭, 10

街頭, 0 街頭, 0

特別

一般（臨店）

一般（呼出）

街頭
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  （２）監査の理由等

　

業態  

　理由

129

計 39 68 53 36 72 85 164 189

その他 39 67 48 22 39 40 126

注）飲酒・酒気帯び運転、居眠り運転、救護義務違反（ひき逃げ）、無免許運転（条件違反含む）の
悪質違反があり、かつ、重大事故を惹起したものについては、飲酒・酒気帯び運転、居眠り運転、
ひき逃げ、無免許運転の悪質違反として計上している。

15 15 26

過積載運行 - - - -

労基通報 3 11 12

重大事故 1 2 10 20 10 23

無車検運行 1 1

2

無免許運転 2 3

ひき逃げ 1 1

2 3

居眠り運転

２年度 ３年度

飲酒・酒気帯び運転 1 8 7 9

２年度 ３年度 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度

7

〔表２〕監査理由

バ ス ハ イ タ ク ト ラ ッ ク 計

   監査の理由について、飲酒・酒気帯び運転、居眠り運転、救護義務違反（ひき逃げ）、

無免許運転、無車検運行等の悪質違反が１１件、重大事故が２３件で、監査全体の１８．

０％となっている。前年度と比較すると、トラックの重大事故によるものが増加した。

0

2

4

6

8
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14

16

18

20

飲酒等 居眠り ひき逃げ 無免許 無車検 重大事故 労基通報 過積載等

バス, 0 
バス, 0 

バス, 0 

バス, 0 

バス, 0 

バス, 1 

バス, 0 バス, 0 ハイタク, 0 

ハイタク, 0 ハイタク, 0 

ハイタク, 0 

ハイタク, 1 

ハイタク, 2 

ハイタク, 11 

ハイタク, 0 

トラック, 7 

トラック, 0 トラック, 0 

トラック, 3 

トラック, 0 

トラック, 20 

トラック, 15 

トラック, 0 

バス

ハイタク

トラック
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２．監査結果等

　（１）行政処分等

　

業態  

  処分種別

注）処分等件数は東北運輸局管内における件数であり、運輸支局長警告も含む。

計 7 13 44 26 49 67 97 106

26 55 53

勧　告

警　告 2 10 37 17 16

輸送施設の使用停止 5 3 7 9 30 41 42 53

２年度 ３年度

事業の停止 3

２年度 ３年度 ２年度 ３年度 ２年度 ３年度

〔表３〕行政処分等件数

バ ス ハ イ タ ク ト ラ ッ ク 計

　 監査を実施した結果、道路運送法、旅客自動車運送事業運輸規則、貨物自動車運送

事業法、貨物自動車運送事業輸送安全規則等の関係法令違反で、令和３年度に行政処

分等を行った件数（令和３年度以前に実施した監査を含む。）は全業態で１０６件で、前年

度比１０９．２％と増加しており、内訳は〔表３〕のとおりとなっている。

　 なお、「輸送施設の使用停止」処分の各県の内訳は、青森１３件、岩手１０件、宮城１１

件、秋田６件、山形４件、福島９件となっている。
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30

35

40

45

事業停止 使用停止 警 告 勧 告

バス, 0 

バス, 3 

バス, 10 

バス, 0 
ハイタク, 0 

ハイタク, 9 

ハイタク, 17 

ハイタク, 0 トラック, 0 

トラック, 41 

トラック, 26 

トラック, 0 

バス

ハイタク

トラック
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　（２）安全管理関係違反事項

【令和３年度】

　違反事項

健康状態の把握等 2 2 5 9

小　　　　計 19 39 94 152

37

合　　　　　　計 22 51 236 309

運
行
管
理
業
務
の
実
施
状
況

そ　の　他

小　　　　計 1 8

労
務
管
理
状
況

運転者不足、選任要件

連続運転、最大拘束時間等超過 37

小　　　　計

そ　の　他

事
故
防
止
対
策
等

乗
務
員
教
育
及
び

一般的な指導監督の実施、記録等 14 29 70 113

特別な指導及び適性診断の受診等
（事故惹起、初任、高齢運転者） 5 10 24 39

98

15

運行指示書による指示等

そ　の　他

2 2 42 46

44

16 16

乗務等の記録、保存等 2 13 15

乗務員台帳、乗務員証の作成、備え付
け、保存等 2 11 13

運行記録計による記録、保存等 1 14

107

そ　の　他

48

小　　　　計 2 2 4

点呼の実施、記録、内容等 1 3

〔表４〕運行管理関係違反事項

業態　
バス ハイタク トラック 計

2

運行管理者に対する指導・監督、講習 2 2

運
行
管
理
体
制
等

運行管理規程の制定、内容等

運行管理者の選任・解任届出、要件等 2

   令和３年度に行政処分を行った事案の運行管理関係に係る違反事項は〔表４〕、車両

管理関係に係る違反事項は〔表５〕のとおりである。

①運行管理関係の違反事項においては、点呼の未実施等が４８件(15.5%)、乗務員の指

導・監督等が１５２件(49.2%)、連続運転時間、最大拘束時間等超過が３７件(12.0%) となっ

ており、これらの３項目で全体の７６．７％を占めている。

   なお、令和２年度は、点呼未実施等が５０件(20.2%)、乗務員の指導・監督が１０８件

(43.7%)、連続運転、最大拘束時間等超過が３４件(13.8%)となっており、３項目の占める割

合が全体の７７．７％である。
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〔表５〕車両管理関係違反事項 【令和３年度】

　違反事項

　（３）貸切バスの運送に係る公正な取引及び利便確保関係

合　　　　　　計 8 8

そ　の　他

日常点検、不良箇所の処置、定期点検の計
画、実施、記録簿備え付け 6 6

無車検・保安基準不適合車両の使用

 
の
実
施
状
況

車
両
管
理
業
務

整備管理者の選任、解任、変更等 2 2

業態　
バス ハイタク トラック 計

②車両管理関係の違反事項においては、整備管理者の選任等が２件、定期点検整備の

未実施等が６件である。

   なお、令和２年度は、定期点検整備の未実施等が３件である。

※ 運送引受書については、平成２４年４月に発生した関越道高速ツアーバス等を受け、旅行業

者・貸切バス事業者間の取引内容の明確化及び公正な取引の確保を図るため、貸切バス事業に

おいて、平成２４年７月にその交付・保存が義務付けられている。

　　さらに、平成２８年１月に発生した軽井沢スキーバス事故を受け、下限割れ運賃による取引の

防止を徹底するため、平成２８年１１月に運送引受書の記載事項に運賃の上限額及び下限額を

追加し、手数料等の額（率）に関する取引書面の取り交わしを義務付け、令和元年８月から運送

引受書の記載事項に手数料等の額が新たに追加となった。

　令和３年度、東北管内において貸切バス事業における運賃・料金に係る違反は１件あっ

た。また、運送引受書の交付に係る違反は２件あった。
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Ⅴ 最近の主な運行管理者に関する業務等

-36-



-37-



-38-



-39-



-40-



-41-



-42-



JATA ANTA
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国土交通省ホームページについて

改正された各規則の解釈及び運用については、国土交通省のホームページにて確認出来ます。

【国土交通省ホームページ（自動車総合安全情報）】
http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/index.html
（自動車総合安全情報のページから「事業用自動車の安全対策」→「事業者が取り組む安全対策」の順に選択）

国土交通省ホームページについて

（事業用自動車の安全対策のページから「関係法令の解釈及び運用規定」を選択）
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各種マニュアルの掲載について

また、国土交通省で定めた安全教育や事故防止に関するマニュアル、健康管理に関するマニュアルについても、
国土交通省のホームページにて確認出来ます。

（事業用自動車の安全対策のページから「安全教育・事故防止マニュアルを活用しよう！」を選択）
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令 和 ２ 年 1 2 月 1 8 日 

自動車局技術・環境政策課 

 

ドライブレコーダーは真実を語る目撃者です！ 
～ドライブレコーダーの普及啓発ビデオを公表しました～ 

 

１．ドライブレコーダーの普及状況  

ドライブレコーダーは悪質なあおり運転や事故の 

記録・証拠として活用されるなど急激に普及が進み、 

2019 年度は約 483 万台が出荷されています。 

 

２．ドライブレコーダー搭載のメリット  

ドライブレコーダーは様々な場面でのメリットが見込まれます。 

 - 搭載車であることを外部に明示することにより、あおり運転の抑止に 

 - 正確な記録・証拠として、事故後の様々な手続きをスムーズに 

- 運転のくせを客観的に確認・見直し、安全運転の意識向上に 

 - 免許を取り立ての子供や高齢の親の運転の見守りに 

 - 記録映像を利用して、運転者や乗務員の安全教育への活用に 

 

 ３．使用上の注意点  

〇 ＳＤカードには寿命があります。事故時に映像を記録できない 

こともありますので、各メーカーに問い合わせるとともに、 

映像を定期的に確認しましょう。 

〇 ドライブレコーダーは、運転者の視界を妨げないよう保安基準で  

定められた位置※に取付けましょう。 

 

 

 

 

 

近年、あおり運転や事故の記録・証拠としてドライブレコーダーの記録映像が活用さ 

れるなど、ドライブレコーダーの普及が急激に進んでいます。 

国土交通省では、ドライブレコーダーの普及啓発を目的として、ドライブレコーダー

搭載のメリットや使用上の注意点等をまとめた啓発ビデオを作成・公開しました。 

啓発ビデオの動画はこちら！  

https://youtu.be/7w1pHc8k2_A 

※動画の転載は自由です。   

【お問い合わせ先】 

自動車局 技術・環境政策課 河野・奈良 

代表：03-5253-8111（内線 42253） 

直通：03-5253-8592 FAX ：03-5253-1639 

0

200

400

600

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

出典：一般社団法人ドライブレコーダー協議会 

ドライブレコーダーの国内出荷台数 

265 

483 
367 

145 

※フロントガラス上部から 20％以内の範囲など 

(万台) 
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東自旅一第６８号 
東自旅二第７４号 
東 自 貨 第 ２ ４ 号 
東 自 監 第 １ ８ 号 
東 自 保 第 １ ３ 号 

                                                令和３年４月２１日 
 
 
  東北運輸局管内運輸支局長 殿 
 
 
                         自 動 車 交 通 部 長 
                                                  （ 公 印 省 略 ） 
                         自動車技術安全部長  
                          （ 公 印 省 略 ） 
 
 

乗合バスによる死傷事故の発生を踏まえた安全確保の徹底について 
 
４月１９日（月）午後６時２５分頃、秋田県由利本荘市の国道７号線において、乗

合バスが走行中、横断歩道を横断中の歩行者（１３歳の女子中学生）をはね、死亡さ

せるという痛ましい事故が発生しました。 
事故の原因等については現在調査中ですが、横断歩道を横断中の歩行者をはねると

いう、基本的な安全確認不足によるものと思われる事故であり、自動車運送事業その

ものの社会的信頼を大きく失墜させるものであります。 
つきましては、事業用自動車の安全運行の確保に万全を期すため、運転者に対する

指導・監督、点呼等を通じて、改めて輸送の安全確保を徹底するよう、貴支局管内の

自動車運送事業者に対し周知をお願い致します。 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅵ 最近発出された事故防止のための通達
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東自旅一第７９号 

東自旅二第８４号 

東 自 貨 第 ２ ７ 号 

   東 自 監 第 ２ ０ 号 

東 自 保 第 １ ６ 号 

                                                令和３年４月２７日 

 

 

  東北運輸局管内運輸支局長 殿 

 

 

                         自 動 車 交 通 部 長 

                                                  （ 公 印 省 略 ） 

                         自動車技術安全部長  

                          （ 公 印 省 略 ） 

 

 

信号機のない横断歩道における死傷事故の再発防止について 

 

４月１９日、秋田県の国道において、乗合バスが走行中に横断歩道上で歩行者をは

ね死亡させる事故が発生したことを受け、事故防止通達「乗合バスによる死傷事故の

発生を踏まえた安全確保の徹底について」（令和３年４月２１日付け、東自旅一第６

８号、東自旅二第７４号、東自貨第２４号、東自監第１８号、東自保第１３号）を発

出し、輸送の安全確保の徹底をお願いしているところです。 

事故の原因については現在調査中ですが、事故発生現場は、信号機のない横断歩道

であり、道路右側から横断してきた歩行者をバスがはねたという状況が明らかになり

ました。 

つきましては、同種事故の再発防止を図るため、改めて道路交通法第３８条を遵守

し横断歩行者等の保護に万全を期すよう、貴支局管内の自動車運送事業者に対し周知

をお願い致します。 
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                                        参考 

昭和三十五年法律第百五号 

道路交通法（抜粋） 

第三章 車両及び路面電車の交通方法 

 

第六節の二 横断歩行者等の保護のための通行方法 

 

（横断歩道等における歩行者等の優先） 

第三十八条 車両等は、横断歩道又は自転車横断帯（以下この条において「横断歩道等」という。）

に接近する場合には、当該横断歩道等を通過する際に当該横断歩道等によりその進路の前方を

横断しようとする歩行者又は自転車（以下この条において「歩行者等」という。）がないことが

明らかな場合を除き、当該横断歩道等の直前（道路標識等による停止線が設けられているとき

は、その停止線の直前。以下この項において同じ。）で停止することができるような速度で進行

しなければならない。この場合において、横断歩道等によりその進路の前方を横断し、又は横

断しようとする歩行者等があるときは、当該横断歩道等の直前で一時停止し、かつ、その通行

を妨げないようにしなければならない。 

 

２ 車両等は、横断歩道等（当該車両等が通過する際に信号機の表示する信号又は警察官等の手

信号等により当該横断歩道等による歩行者等の横断が禁止されているものを除く。次項におい

て同じ。）又はその手前の直前で停止している車両等がある場合において、当該停止している車

両等の側方を通過してその前方に出ようとするときは、その前方に出る前に一時停止しなけれ

ばならない。 

 

３ 車両等は、横断歩道等及びその手前の側端から前に三十メートル以内の道路の部分において

は、第三十条第三号の規定に該当する場合のほか、その前方を進行している他の車両等（軽車

両を除く。）の側方を通過してその前方に出てはならない。 

（罰則 第百十九条第一項第二号、同条第二項） 

 

（横断歩道のない交差点における歩行者の優先） 

第三十八条の二 車両等は、交差点又はその直近で横断歩道の設けられていない場所において 

歩行者が道路を横断しているときは、その歩行者の通行を妨げてはならない。 

（罰則 第百十九条第一項第二号の二） 
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東 自 監 第 ５ ８ 号 

東 自 保 第 ４ １ 号 

令和３年７月１日 

 

 

東北運輸局管内運輸支局長 殿 

 

自動車交通部 長      

 （ 公 印 省 略 ）      

自動車技術安全部長      

（ 公 印 省 略 ）      

 

 

アルコール依存症スクリーニングテストシートの活用について 

 

事業用自動車の運転者に対する飲酒運転の防止については、飲酒運転防止通達「事業用

自動車の運転者による飲酒運転の防止の徹底について」（令和３年６月１１日付け、東自監

第４４号、東自保第３３号）を発出し、徹底を図っているところです。 

そのような中、本年６月２７日、岩手県内の貨物自動車運送事業者の運転者が、乗務途

中で缶チューハイ等を大量※に飲み、福島県内の国道においてふらつきながら走行してい

るところを警察に逮捕されるという事案が発生しました。 

※飲酒量は現在調査中であるが、500 ㎖缶を 6 本飲酒しており、内訳はアルコール度数 9％の缶

が3本、7％の缶等が3本と推定される。 

また、６月２８日には、千葉県八街市において、飲酒した運転者の自家用トラックが小

学校児童の列に突っ込み、死傷者が出る痛ましい事故が発生しています。 

つきましては、改めて貴支局管内の自動車運送事業者に対し飲酒運転防止通達について

周知徹底をお願いします。加えて、飲酒習慣がある運転者に別紙「アルコール依存症スク

リーニングテストシート」を活用しアルコール依存症の疑い、または依存傾向があること

を運転者自身が気づけるよう、適切な指導及び監督等を行うことについて指示し、再発防

止の徹底をお願いします。 
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回答

1 食事は１曰３回、ほぼ規則的にとっている
はい

いいえ

０

１

2
糖尿病、肝臓病、まだは心臓病と診断され、その治療を
受けたことがある

はい

いいえ

１

０

3 酒を飲まないと寝付けないことが多い
はい

いいえ

１

０

4
二曰酔いで仕事を休んだり、大事な約束を守らなかった
りしたことが時々ある

はい

いいえ

１

０

5 酒をやめる必要性を感じたことがある
はい

いいえ

１

０

6 酒を飲まなければいい人だとよく言われる
はい

いいえ

１

０

7 家族に隠すようにして酒を飲むことがある
はい

いいえ

１

０

8
酒がきれたときに、汗が出たり、手が震えたり、いらいら
や不眠など苦しいことがある

はい

いいえ

１

０

9 朝酒や昼酒の経験が何度かある
はい

いいえ

１

０

10 飲まないほうがよい生活を送れそうだと思う
はい

いいえ

１

０

合計

点数

新久里浜式アルコール症スクリーニングテスト：男性版(KAST-M)

合計点が4 点以上： アルコール依存症の疑い群
合計点が1～3 点： 要注意群（質問項目1 番による1 点のみの場合は正常
群。）
合計点が0 点：正常群

最近6カ月の間に、以下のようなことがありましたか。

別紙
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回答

1 酒を飲まないと寝付けないことが多い
はい

いいえ

１

０

2
医師からアルコールを控えるようにと言われたことがあ
る

はい

いいえ

１

０

3
せめて今日だけは酒を飲むまいと思っていても、つい飲
んでしまうことが多い

はい

いいえ

１

０

4
酒の量を減らそうとしたり、酒を止めようと試みたことが
ある

はい

いいえ

１

０

5 飲酒しながら、仕事、家事、育児をすることがある
はい

いいえ

１

０

6 私のしていた仕事をまわりのひとがするようになった
はい

いいえ

１

０

7 酒を飲まなければいい人だとよく言われる
はい

いいえ

１

０

8 自分の飲酒についてうしろめたさを感じたことがある
はい

いいえ

１

０

合計

新久里浜式アルコール症スクリーニングテスト：女性版(KAST-F)

点数

合計点が3点以上： アルコール依存症の疑い群
合計点が1～2点： 要注意群（質問項目6番による1点のみの場合は正常群。）
合計点が0点：正常群

最近6カ月の間に、以下のようなことがありましたか。

別紙
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地車第４４号

地備第５７号

平成元年３月２９日

最終改正：国自安第１８１号

国自整第２９６号

令和４年３月２３日

各地方運輸局長 殿

沖縄総合事務局長 殿

自動車局長

自動車事故報告書等の取扱要領

１ 自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号。以下「規則」という。）第２

条第１１号に規定する「自動車の装置の故障（以下単に「故障」という。）により、自

動車が運行できなくなったもの」とは、次に掲げるものをいう。

イ．装置の不具合により自動車の運行を中止したものであって、運行を再開することが

できなかったもの

ロ．装置の不具合により自動車の運行を中止したものであって、乗務員以外の者の修理

等により運行を再開したもの

２ 規則第２条第１５号の｢指示｣は、地方運輸局長（沖縄総合事務局長を含む。以下同じ。）

又は運輸支局長（神戸運輸監理部長及び沖縄総合事務局陸運事務所長を含む。以下同じ。）

を通じて行うものとする。

３ 報告書の提出

運輸支局長は、旅客自動車運送事業者、貨物自動車運送事業者（貨物軽自動車運送事

業者を除く。）、特定第二種貨物利用運送事業者及び自家用有償旅客運送者（主として指

定都道府県等（道路運送法施行令（昭和二十六年政令第二百五十号）第四条第一項の指

定都道府県等をいう。）の区域内において自家用有償旅客運送を行う者を除く。）並びに

道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第５０条に規定する整備管理者を選任し

なければならない自家用自動車の使用者（以下「事業者等」という。）に規則第２条の

事故があった場合は、規則第３条の自動車事故報告書（以下「報告書」という。）を事

故があった日（同条第１０号に掲げる事故にあっては事業者等が当該救護義務違反があ

ったことを知った日、同条第１５号に掲げる事故にあっては当該指示があった日。以下

同じ。）から３０日以内に提出させること。ただし、事故の規模が大きいと判断される

場合又は事故の社会的影響が大きいと判断される場合には、当該事故があった日から３
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０日以内であっても報告を督促することができる。

４ 報告書の受理

（１）運輸支局長は、事業者等より規則第３条の報告書の提出があったときは、当該報

告書について記載事項の記入洩れの有無等の確認を行った後、これを受理すること。

（２）規則第３条に基づき、整備管理者を選任しなければならない自家用自動車の使用

者に報告書を提出させるのは、整備管理に起因する事故を把握するためであるので、

事故の原因その他の欄の記載については、その点に留意して指導すること。

５ 報告書の進達

（１）地方運輸局長への進達

運輸支局長は、報告書を受理した場合、１通を控とし、２通を報告書を受理した

日から１５日以内に地方運輸局長に進達すること。

ただし、運輸支局長は、規則第２条第９号に規定する事故（脳疾患、心臓疾患及

び意識喪失に限る。）の報告書を受理した場合にあっては、速やかに地方運輸局長

に進達すること。

（２）国土交通大臣への進達

地方運輸局長は、運輸支局長より進達のあった報告書を１通を控とし、１通を報

告書を受理した日から１０日以内に国土交通大臣に進達すること。

ただし、地方運輸局長は、規則第２条第９号に規定する事故（脳疾患、心臓疾患

及び意識喪失に限る。）の報告書を受理した場合にあっては、速やかに国土交通大

臣に進達すること。

なお、地方運輸局長は、必要があると認めた場合は、当該事故に対する意見、当

該事故に基づいて実施した又は実施予定の事故防止対策を添えて報告すること。

６ 報告書の集計

（１）地方運輸局長は、運輸支局長より進達のあった報告書の集計及び報告については、

別に定める方法によりこれを実施すること。

（２）地方運輸局長は、前項の集計結果を事業者等の関係者への指導、監督等に活用し、

事故防止を図ること。

７ 報告書の保管

地方運輸局長及び運輸支局長（以下｢地方運輸局長等｣という。）は、報告書を３年間

保管すること。

８ 速報

（１）規則第４条の｢指示｣は、地方運輸局長又は運輸支局長を通じて行うものとする。

（２）地方運輸局長等は、規則第４条及び「自動車運送事業者等が引き起こした社会的

影響が大きい事故の速報に関する告示」（平成２１年１１月２０日国土交通省告示

第１２２４号。以下「告示」という。）の規定に基づく速報（以下｢速報｣という。）

のほか、事故の規模が大きいと判断される場合又は事故の社会的影響が大きいと判

断される場合には、当該事故の概要について直ちに国土交通大臣に対し報告するこ

と。

-55-



（３）地方運輸局長等は、速報の受理、報告その他の取扱いに関する体制を整備し、当

該取扱いについて関係職員に対し周知徹底しておくこと。

９ 実地調査

地方運輸局長等は、速報又は報告書の提出を受けた事故について、被害が著しく大き

い場合、社会的影響が大きいと判断される場合、速報又は報告書の内容に不明確な点が

ある場合など調査を行う必要があると認めたときは、別表１の事故実地調査要領を参考

に実地調査を行うこと。この場合には、実地調査の結果は当該報告書に添付して進達す

ること。

１０ 事故警報

地方運輸局長は、類似の事故で被害の著しく大きい事故が発生するおそれがあると判

断されるとき、又は地理的、季節的条件等の誘因により事故が頻発するおそれがあると

判断されるときは、速やかに、規則第５条の規定により、事故防止対策を定め、事業者

等にこれを周知させること。

また、地方運輸局長は、事故警報を発令したときは、速やかにその内容を国土交通大

臣に報告するとともに、他の地方運輸局長に通報すること。

１１ 運転者の健康状態に起因する事故

規則第２条第９号に該当する事故が発生した場合には、別表２に掲げる調査事項を調

査のうえ提出させるよう事業者等を指導すること。また、「推定原因」に事故の原因と

して疑われる疾病名を明記させるように指導すること。

ただし、脳疾患、心臓疾患及び意識喪失に起因すると思われる事故が発生した場合に

は、規則第４条第１項の規定に準じ、速報させるよう事業者等を指導すること。

睡眠時無呼吸症候群が疑われる居眠り運転、漫然運転を伴う事故においては、規則第

２条第９号に該当する事故として報告させるよう事業者等を指導すること。「睡眠時無

呼吸症候群が疑われる」とは、過去に同疾病と診断されたことがあり治っていないもの、

又は「自動車運送事業者における睡眠時無呼吸症候群対策マニュアル」（平成２７年８

月国土交通省自動車局）に記載のＳＡＳの症状があるものをいう。

１２ 車両故障に起因する事故

（１）運輸支局長は、規則第３条第２項の添付書面（タイヤのパンク、バッテリー不具

合及び灯火装置の不点灯（ヒューズ切れを含む。）の場合は添付を要しない。）等は

別表３によるよう事業者等を指導すること。また、必要に応じて、事業者等に対し

自動車製作者等からの事故原因等調査結果を添付させるよう指導すること。

（２）地方運輸局長は、規則第２条第１１号又は第１２号に該当する事故で、被害が大

きい場合又は社会的影響が大きいと判断される場合には、次の事項を直ちに自動車

局長に報告すること。また、この場合において、地方運輸局長は類似の事故が発生

するおそれがあると認めるときは、事故発生防止対策の迅速化を図るため、自動車

局長に報告した事項を他の地方運輸局長に適当な方法により、速やかに通報するこ

と。

① 当該事故の概要及び原因

② 当該自動車の車名、型式、初度登録年又は初度検査年、車体の形状及び自動車

-56-

ayqbzh-wp3a
下線

ayqbzh-wp3a
下線



検査証の有効期間

③ 別表１中第４第４項の事項

なお、運輸支局長は、車両故障に起因する事故が発生した場合において、当該報

告者から破損又は脱落した部品の提供があった場合には、調査の必要に応じ当該部

品を地方運輸局長に送付すること。

地方運輸局長は、当該部品についてさらに調査の必要があると認めた場合には、

当該部品を自動車局長に送付すること。

１３ 報告書の提出漏れ及び速報洩れの防止

（１）地方運輸局長等は、監査、研修、運行管理者及び整備管理者の選任等の届出の受

理の際等、機会あるごとに、規則第３条の規定による報告書の提出並びに規則第４

条及び告示の規定による速報が確実になされるよう事業者等を指導すること。

（２）自動車運送事業用自動車が死亡事故及び重傷事故を引き起こした場合には、警察

庁との協議により、警視総監又は道府県警察本部長から運輸支局長あて次の様式に

より通報されることとなっているので、報告書の提出漏れ及び速報洩れの防止を図

るため相互に密接な情報交換を行うこと。

事業用自動車の死亡、重傷事故

発生年月日 事業者名（甲） 事業者名（乙） 警察署名

附 則（令和４年３月２３日付け国自安第１８１号、国自整第２９６号）

改正後の通達は、令和４年４月１日から施行する。
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国自安第１８４号 

令和４年３月２５日 

 

 公益社団法人日本バス協会会長 殿 

 一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会会長 殿 

 一般社団法人全国個人タクシー協会会長 殿 

 公益社団法人全日本トラック協会会長 殿 

 

 

                    国土交通省自動車局安全政策課長 

 

 

 

「自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う 

一般的な指導及び監督の実施マニュアル」の一部改訂について 

 

 

 

自動車運送事業者には、事業用自動車の運転者に対して、輸送の安全及び旅客の利

便の確保のために必要な事項に関して適切な指導監督をしなければならないことが

義務付けられており、当該指導監督の指針として、「貨物自動車運送事業者が事業用

自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針」（平成 13 年国土交通省告示第 1366

号。）及び「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監

督の指針」（平成 13 年国土交通省告示第 1676 号）が定められているところです。ま

た、指導監督指針を具体的に実施する際の手引き書として「自動車運送事業者が事業

用自動車の運転者に対して行う一般的な指導及び監督の実施マニュアル」（以下「指

導監督マニュアル」という。）を公表しているところです。 

今般、飲酒傾向の強い運転者に対する適切な指導監督の実施に参考となる情報と

して、指導監督マニュアルにおいて、アルコール依存症に関する基礎知識の記載を

拡充するとともに、対応方法の例、治療法等の医学的知見や運送事業者の取組事例

を新たに記載しました。 

つきましては、貴会傘下会員に対し、指導監督マニュアルを参考にして運転者に

対する適切な指導監督を実施することを通じて、飲酒運転防止に向けて取組を推進

いただくよう周知をお願いいたします。 

 

なお、指導監督マニュアルは国土交通省のホームページ

（https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03safety/instruction.html#press2012

0410）に掲載しています。 
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    アルコール依存症の基礎知識 
 

■アルコール依存症は、多量の飲酒を続けることで脳の機能が変化して、自分では酒の飲み方

（飲む量、飲む時間、飲む状況）をコントロールできなくなる病気です。アルコール依存症

になると、運転業務がある場合でも、飲みたい気持ちが抑えられなくなり飲酒量が増えるた

め、体や心に健康問題を引き起こし、飲酒運転事故を発生させてしまう可能性もあります。

また、アルコール依存症は、「大切にしていた家族、仕事、趣味などよりも飲酒をはるかに優

先させる状態」になります。具体的には、離脱症状（禁酒や減酒による不眠・発汗・手のふ

るえ・血圧の上昇・不安・いらいら感など）がみられる、健康問題等の原因が飲酒とわかっ

ていながら断酒ができない、などの症状が認められます。 

アルコール依存症の症状の例 

（「新アルコール・薬物使用障害の診断治療ガイドライン（新興医学出版社）」をもとに一部改変） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    アルコール検知器 

 
■アルコール検知器として、高精度でアルコール濃度を 
測定できるほか、カメラによる顔写真の記録、測定内 
容の記録などができるものなどが販売されています。 
また、遠隔地で測定できる携帯型のものもあります。 

 
■アルコールが残っているかどうかを本人が自覚できて 
いない場合もあるので、アルコール検知器による測定 
は有効です。 

 

資料提供：東海電子㈱ 
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■WHO では「ICD-10」診断ガイドラインを定めており、６項目のうち３項目に当てはまれ

ば依存症と診断されます。「２」の典型は連続飲酒です。「４」は酩酊効果を得るための量が

以前より明らかに増えているか、または、同じ量では効果が明らかに下がっている場合です。

「６」では、本人が有害性に気づいているにもかかわらず飲み続けていることを確認します。 

 アルコール依存症（alcohol dependence syndrome）の ICD-10 診断ガイドライン 

過去１年間に以下の項目のうち３項目以上が同時に１か月以上続いたか、または繰り返し出現した場合 

１ 飲酒したいという強い欲望あるいは脅迫感 

２ 飲酒の開始、終了、あるいは飲酒量に関して行動をコントロールすることが困難 

３ 禁酒あるいは減酒したときの離脱症状 

４ 耐性の増大 

５ 飲酒にかわる興味を無視し、飲酒せざるをえない時間やその効果からの回復に要する時間が延長 

６ 明らかに有害な結果が起きているにもかかわらず飲酒 

  2022 年以降に適用予定の「ICD-11」では診断項目がコンパクトに集約され、下記 3 項目

のうち 2 項目があてはまれば、依存症と診断します。 

       ・コントロール障害       ・飲酒中心の生活 

       ・離脱症状や耐性など 

 

■現時点で離脱症状がなくても、多量飲酒を続けていると耐性が上がり、アルコール依存症を 

発症する危険性があります。 

アルコール依存症の早期発見のツールとして、スクリーニングテストが使われることがあり

ます。このテストは本人が回答して評価するように作成されており、点数配分などで本人の

否認傾向も考慮されています。本人にアルコール依存症を気づかせるために、また、家族が

本人の飲酒問題の程度を知るために使用するのは目的にかなっています。しかし、あくまで

スクリーニングに使用するもので、診断基準ではないことに注意が必要です。わが国では現

在、新久里浜式アルコール症スクリーニングテスト（新 KAST）、アルコール使用障害同定

テスト（Alcohol Use Disorders Identification Test; AUDIT）などがよく使われています。 

 新久里浜式アルコール症スクリーニングテスト：男性版（KAST-M） 

 （http://www.mhlw.go.jp/kokoro/speciality/detail_alcohol_test1.html） 

 新久里浜式アルコール症スクリーニングテスト：女性版（KAST-F） 

 （http://www.mhlw.go.jp/kokoro/speciality/detail_alcohol_test2.html） 

 AUDIT は WHO により作成されたテストで、多くの国々でその妥当性が確認されています。 

厚生労働省：e-ヘルスネット（AUDIT） 

（https://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/information/dictionary/alcohol/ya-021.html） 

  次ページには、新久里浜式アルコール症スクリーニングテスト（新KAST）が記載されています。 
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◎新久里浜式アルコール症スクリーニングテスト：男性版（KAST-M） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

×合計点が 4 点以上 

  アルコール依存症の疑い群: アルコール依存症の疑いが高い群です。専門医療の受診をお薦めします。 

△合計点が 1〜3 点 

  要注意群: 飲酒量を減らしたり、一定期間禁酒をしたりする必要があります。 

医療者と相談してください。ただし、質問項目 1 番のみ「いいえ」の場合には、正常群とします。 

〇合計点が 0 点 

  正常群 

 

◎新久里浜式アルコール症スクリーニングテスト：女性版（KAST-F） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

×合計点が３点以上 

  アルコール依存症の疑い群: アルコール依存症の疑いが高い群です。専門医療の受診をお薦めします。 

△合計点が 1〜２点 

  要注意群: 飲酒量を減らしたり、一定期間禁酒をしたりする必要があります。 

医療者と相談してください。ただし、質問項目６番のみ「はい」の場合には、正常群とします。 

〇合計点が 0 点 

  正常群 
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    アルコール依存症の対応方法 
 

■アルコール依存症は、本人は自覚がなく気づきにくいため、本人の意志でコントロールしよ

うとしても度々失敗します。本人が回復の必要性を自覚するまでには時間がかかることから、

周囲の人の適切なサポートが必要です。サポート時は以下の情報を参考にしてください。 

 

 

 ＜職場全体として＞ 

   ✓孤立を解消する            ✓叱責しない 

   ✓あまりに世話をやきすぎない      ✓健やかな人間関係を作る 

   ✓たった 1 杯のアルコールでも勧めない 

 

 

 ＜事業者として＞ 

   ✓アルコール依存症に関する正しい理解 

   ✓飲酒運転違反者に対するプログラムの紹介 

     ・警察庁による、飲酒運転違反者に対する運転免許取消処分者講習カリキュラム 

内の多量飲酒・依存症に対する介入プログラム 

・法務省による、飲酒運転により保護観察下にある者に対する多量飲酒・依存症の 

教育プログラム 

    ✓専門機関への相談 

      ・地域の相談窓口 

         依存症に関する本人や家族からの相談や悩みを受け付けています。 

           ◆全国の保健所・精神保健福祉センター 

      ・民間団体（自助グループ・支援団体） 

         自助グループでは、本人または家族同士が体験を共有しながら、回復を 

目指します。支援団体では相談を受け付けています。 

  ◆（公社）全日本断酒連盟【当事者・家族】    03-3863-1600 

◆ＡＡ（アルコホーリクス・アノニマス）【当事者】 03-3590-5377 

◆アラノン【家族・友人】             03-5483-3313 

◆家族の回復ステップ 12【家族・友人】      090-5150-8773 

      ・指定病院での受診 

         事業者指定の病院を、予め決定しておきます。 

     ⇒専門機関へ相談することにより、以下のような治療が受けられる可能性があります。 

        ・心理社会的治療 

            ◆動機づけ面接 

            ◆認知行動療法 

            ◆自助グループによる体験談の語らい 

            ◆入院社会復帰プログラム（ＡＲＰ） 

        ・薬物治療 

            ◆離脱症状の治療 

            ◆飲酒行動の改善のための薬物療法 

            ◆中枢神経に作用し、飲酒欲求などを抑える薬物治療 

※実際の治療では、複数の心理社会的治療や薬物療法を組み合わせて行われることが多いようです。 
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その他、以下のような飲酒・アルコール依存症に関するウェブサイトがあります。 

※政府広報オンラインウェブサイト「暮らしに役立つ情報」より 

（https://www.gov-online.go.jp/useful/article/201803/2.html） 

※厚生労働省ウェブサイト「みんなのメンタルヘルス総合サイト」より 

（http://www.mhlw.go.jp/kokoro/index.html） 

※一般社団法人日本損害保険協会ウェブサイト「飲酒運転防止マニュアル」より 

（https://www.sonpo.or.jp/report/publish/bousai/trf_0003.html） 

※一般社団法人日本生活習慣病予防協会ウェブサイト「生活習慣病とその予防」より 

（http://www.seikatsusyukanbyo.com/prevention/drinking.php） 

 

 

■事業者独自の飲酒運転対策の取組事例（業界団体を通じたアンケート等による） 

 

1. 専門医の受診 

点呼時にアルコールの反応が出た運転者に対し、会社指定の病院で専門医を受診させる例

がありました。医師によるヒアリングや採血の後に、禁酒が指示され、後日の再採血で指示

が守られていないことが判明した場合はアルコール依存症の治療を受けることになるよう

です。 

インターネット等で発見した『依存症専門医療機関』『依存症治療拠点機関』から治療実

績等により病院を選定し、事前に病院側に事業者の取組の趣旨を説明しているようです。 

 

2. 独自マニュアルの作成 

関係省庁や業界団体のホームページ等の情報を参考に、アルコールの分解に要する時間等

の飲酒にあたっての留意点や事故事例、関係法令、飲酒運転が会社や同僚に及ぼす影響をま

とめている例がありました。 

例えば、①イラストや表を活用することで文字量を削減してわかりやすさを追求する例、

②地元の役者が方言で演じる10分程度のDVDを作成して伝わりやすさを追求している例、

③討議やクイズ等、運転者自身が考える形式で指導している例がありました。 

 

3. 家族宛の文書の発出 

毎月の給与明細に同封する「社長通信」を従業員の家族に読んでもらうことを通じて、家

族に会社の考え方や方針を発信し、協力してもらう例がありました。また、入社時に、飲酒

運転に関する内容が記載された誓約書に、家族（配偶者等）から署名してもらう例がありま

した。 

さらに、署名を求めるだけでなく、処分内容や給料等への影響を記載した書面を発出して

いる例もありました。 

 

4. 既存教材の活用 

業界団体が制作した研修テキスト、セミナーで入手したテキスト、『政府インターネット

テレビ』の映像等の関係省庁のホームページ、動画共有サイトの映像、DVD等の既存資料

を活用している例がありました。 

始動時には実際の事例を交えながら、自社のケースに置き換えて指導している例がありま

した。また、文字ばかりにならないよう教材を選択したり、酔っている状態を再現できる体

験型の機器を活用する例もありました。 

 

※これらの内容は令和３年度第1回「自動車運送事業に係る交通事故対策検討会」資料２のP.9で紹介しています。 

（https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000059.html） 
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国自安第１８５号 

令和４年３月２９日  

 

 公益社団法人日本バス協会 会長 殿 

 

 

国土交通省自動車局長 

 

 

      「自動車運送事業者における視野障害対策マニュアル」について 

 

従前より、「事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル」（平成 22 年策定）において事

業用自動車の運転者の健康に起因する事故を防止するために事業者が実施すべき方策を整

理し、主要疾病に関するスクリーニング検査の導入を推奨してきたところです。 

しかしながら、運転者の疾病により事業用自動車の運転を継続できなくなる事案は依然と

して多く発生しており、平成 28 年 12 月に道路運送法及び貨物自動車運送事業法が改正さ

れ、自動車運送事業者は運転者が疾病により安全な運転ができないおそれがある状態で事業

用自動車を運転することを防止するために必要な医学的知見に基づく措置を講じなければ

ならない旨が、法律上明記されました。 

今般、産官学の幅広い関係者からご意見を頂きながら、別添１のとおり、運転者の視野障

害が原因となる事故を防ぐために、自動車運送事業者が知っておくべき内容や取り組む際の

手順等を具体的に示した「自動車運送事業者における視野障害対策マニュアル」を策定しま

した。また、本マニュアルの普及を図るための概要版を別添２のとおり作成しました。 

自動車運送事業者における眼科健診の受診や治療継続の必要性についての理解が浸透し、

自主的な視野障害対策を促進するために、本マニュアル及び概要版を活用していただくよう、

傘下会員事業者に対する周知をお願いいたします。 

 

一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会 会長　殿

一般社団法人全国個人タクシー協会　会長　殿

一般社団法人全国福祉輸送サービス協会　会長　殿

公益社団法人全日本トラック協会　会長　殿

一般社団法人全国霊柩自動車協会　会長　殿 
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自動車運送事業者における
視野障害対策マニュアル

【概要版】

本マニュアルの狙い

本マニュアルの狙い

社内での 眼科健診の受診・眼科精密検査の受診 を検討し、

運転者が健康で安全に業務ができる職場環境にしましょう。

視野障害 を自覚しないまま運転を継続していると・・・

信号や歩行者等を見落として、

重大事故を引き起こす原因に

なりかねません！！

部分的な視野欠損

信号が見えていない

視野狭窄

歩行者や自転車が見えていない

視野(見える範囲)が狭くなったり、一部が
欠けたりする視野障害は、症状が進行する
まで自覚しにくいという特徴があります。

運転者の視野障害が運転リスクとなることを周知し、交通事故を防ぐために事業
者が取り組むべき内容について理解を促す。

眼科健診・眼科精密検査と治療、そして受診前の準備から受診後の対応までの一
連の流れを具体的に示し、視野障害の早期発見・治療継続を促進する。

2018年、18才以上の視覚障害者手帳取得者 12,505名を調査

早期に発見し、治療を

継続することで進行を

抑制できる疾患もあり、

運転寿命の延伸につな

がります。

＜視野障害の原因疾患＞

視野障害の 早期発見・治療の継続 が重要

Morizane Y et al.: Jpn J Ophthalmol. 2019; 63: 26-33
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知 識

★視野が狭くなったり一部欠けたりする視野障害を自覚せずに運転を続けることで
重大事故を起こす可能性がある。

★視野障害の早期発見と治療の継続により、運転者の運転寿命を延伸できる。

眼
科
医
が
実
施

事
業
者
が
実
施

「疾患を見逃さないために注意
すべき症状」について運転者に
周知する。
また、日頃から点呼等で症状の
有無を確認し、症状が現れた場
合は、眼科精密検査の受診を指
導する。

運転者に対して、視野
障害に関する理解を促
すため、社内教育や施
策（簡易スクリーニン
グ検査手法の導入・実
施等）を実施する。

運転者への
理解促進

眼科精密検査の受診を指導する

本マニュアルのポイント

実 践

視 野 障 害 の 早 期 発 見 と 運 転 寿 命 を 延 伸 す る た め の 実 施 事 項

定期健康診断において、視力検査
のほか、眼底検査・眼圧検査等の
追加検査（眼科健診）を勧める。
健診で異常あり、または異常の疑
いがある場合は、眼科精密検査の
受診を指導する。

眼科健診の受診
と対応

視野障害に関する
注意すべき症状の把握

受診時に眼科医に対し予め運転業務に関する情報提供を依頼

治療

運転者の運転業務に関する意見を眼科医から聴取

個別の状況判断および産業医との相談の上、
就業上の措置（運転指導や経過観察等）を講じる

事
業
者
が
実
施

眼科精密検査（視力検査、眼底検査、眼圧検査、視野検査等）
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事業者による運転者の視野状態の把握

運転者への理解促進

眼科健診の受診と対応

視野障害に関する注意すべき症状の把握

社内教育や下記の施策例等を活用し、運転者の視野障害に関する理解を促しましょう。

＜施策例＞ 簡易スクリーニング検査手法

クロックチャート タブレット型視野計 チェックリスト

定期健康診断で、視力検査のほか、眼底検査・眼圧検査等（眼科健診）の追加を推奨。
健診で異常あり、異常の疑いがある場合は、眼科精密検査の受診を指導してください。

眼底検査 ・眼底カメラで眼の奥の構造を撮影します。眼球の奥にある視神経乳頭（神経が集まると
ころ）、網膜、細い血管の状態を観察します。

※散瞳薬を使用しない無散瞳眼底検査では検査後の運転などへの影響はありません。

眼圧検査 ・眼球に空気を吹き付け、その反射から眼球の圧力（眼圧）を測定します。
・眼圧測定を行うために、眼球に直接触れて測定する方法を導入している場合もあります。

運転者に対して「疾患を見逃さないために注意すべき症状」を周知し、日頃から点呼等
で確認します。以下の症状がある場合は、眼科精密検査の受診を指導してください。

 部分的に見えない場所が出現する、見える範囲（視野）が狭くなったと感じる。

 暗いところで物が見えにくい、物にぶつかりやすい。

 視力が急激に低下している。

 視界がかすむようになり、しばしば文字を読み飛ばしてしまう。

 物が歪んで見える。

下記の「緊急の対応を要する症状（重大疾患の兆候）」が認められる場合には、すぐに
運転を中止し、大至急、医療機関を受診するなど緊急の対応が必要です。

 眼痛、頭痛、吐き気などの急激な発作。

 黒い影やゴミの様なものが見える。

 視野の半分が欠ける、視野の中心部分がよく見えない、暗くなる。

 片方の目が見えない。

 物が２つに見える。
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国土交通省自動車局 令和４年３月

検索

本資料は、『自動車運送事業者における視野障害対策マニュアル』の概要をまとめたものです。

詳しくはマニュアルの本文をご参照ください。

国土交通省・自動車総合安全情報ウェブサイト
https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03safety/health.html

自動車運送事業者における視野障害対策マニュアル

眼科精密検査と治療

屈折検査 視力検査
眼底検査 眼圧検査 など

異常が
疑われる

場合

基本(一般)的な検査 眼底の画像解析検査
(OCT[光干渉断層計]検査)

視野検査
(精密視野検査、量的視野検査)

異常所見がある場合は、診断結果を踏まえて、治療方針が決定されます。
事業者は疾患の症状や原因・治療方法を理解して、運転者を適切にサポートしましょう。

眼科健診・眼科精密検査における事業者の対応

事業者は、専門医の診断結果、指示を踏まえて、勤務時間の変更や業務の配置転換など
就業における配慮を適切に行いましょう。

ただし、就業上の措置については運転者に対し不当に差別的な扱いをしてはいけません。

医師から得るべき情報・指示

業務上の
留意点

適切な
勤務形態

今後の治療等に
関する情報

《事例》
視野障害の内容を踏まえて、運転中にどこに注意するべきか

運転そのものが危険であり、運転を伴わない業務に配置転換する など

※医師の指示を受けるにあたっては、運転者の業務の特殊性について説明し、
医師の理解を十分に得ておく必要があります。

視野障害は早期発見・早期治療が重要です。「病気にかかったら運転できなくなるので
は」と考え、受診控えがないよう、職場環境を整備しましょう。

視野障害のリスクの周知・
社内ルールの整備 眼科健診の

受診を促進

視野障害の状態の把握
と症状の管理
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東 自 監 第 ８ ３ 号 

東 自 保 第 ３ ６ 号  

令 和 ４年 ８月１７日 

 

 

  別添記載各協会　会長 殿 

 

東北運輸局自動車交通部 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

東北運輸局自動車技術安全部長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

運転者に対する適性診断の適切な受診の徹底について 

 

平素より国土交通行政にご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

自動車運送事業者には、旅客自動車運送事業運輸規則第 38 条第２項及び貨物自動

車運送事業輸送安全規則第 10 条第２項の規定に基づき、特定の運転者（新たに雇い

入れた者、65 歳以上の者及び死者又は重傷者を生じた交通事故を引き起こした者）に

対し、それぞれ初任、適齢、特定の各適性診断を受診させることが義務付けられてい

ます。 

しかし、東北運輸局管内で実施された監査において依然として適性診断未受診の違

反が確認されており、令和３年度に行政処分等を行った事案において、運行管理関係

にかかる違反件数の約 13％を占めることが判明しました。 

つきましては、貴会会員事業者に対し、対象となる運転者に確実に適性診断を受診

させるよう、改めて周知徹底をお願いいたします。 

なお、国土交通大臣の認定を受けた適性診断実施機関は、以下の URL または QR コ

ードよりご確認いただけます。 

 

【(独)自動車事故対策機構】 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03safety/list_nasva.html

【他の実施機関】 

 https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03safety/instruction.html 

 

 ※ 診断の実施時期や受診予約については、各実施機関へお問い合わせください。 
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【バス】 

公益社団法人青森県バス協会 

公益社団法人岩手県バス協会 

公益社団法人宮城県バス協会 

公益社団法人秋田県バス協会 

一般社団法人山形県バス協会 

公益社団法人福島県バス協会 

 

【ハイタク】 

一般社団法人青森県タクシー協会 

一般社団法人岩手県タクシー協会 

一般社団法人宮城県タクシー協会 

一般社団法人秋田県タクシー協会 

一般社団法人山形県ハイヤー協会 

山形県ハイヤー・タクシー協会 

一般社団法人福島県タクシー協会 

 

【トラック】 

公益社団法人青森県トラック協会 

公益社団法人岩手県トラック協会 

公益社団法人宮城県トラック協会 

公益社団法人秋田県トラック協会 

公益社団法人山形県トラック協会 

公益社団法人福島県トラック協会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別　添
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国 自 安 第 70 号 

令和４年８月 22 日 

 

 

公益社団法人日本バス協会会長 殿 

 

 

 

                          国土交通省自動車局長 

 

 

 

高速乗合バスの安全確保の徹底について 

 

 

 

８月 22 日（月）午前 10 時頃、愛知県名古屋市北区の名古屋高速道路において、高

速乗合バスが乗客を乗せ運行中、横転・炎上し、２名が死亡、７名が負傷するという

誠に痛ましい事故が発生した（同日午後４時現在）。 

輸送の安全確保は、自動車運送事業者の最大の使命であり、事故を起こさず、国民

の生命、身体及び財産をしっかり守ることこそが、運送事業の社会的信頼を維持する

ために最も必要なことである。 

このため、高速乗合バスの安全確保の徹底を図り、利用者の信頼回復に万全を期す

ため、貴会傘下会員に対し安全対策及び事故防止の徹底が図られるよう下記事項につ

いて周知徹底を図られたい。 

 

 

記 

 

１．運行管理業務を再確認し、安全確保の原点に立った確実な運行管理を実施するこ

と。特に次に掲げる事項を適切に実施すること。 

（１）確実に点呼を実施すること 

（２）乗務員の健康状態、過労状態の確実な把握に努めること 

（３）適切な運行計画を作成し、確実に指示すること 

２．乗車中のシートベルトの使用等、乗客の安全確保を図るための周知事項を再徹底

すること。 

３．運行にあたっては、車両の点検整備を確実に実施するとともに、乗務員に対して

制限速度の遵守をはじめとした道路交通法等の法令順守の徹底を図るなど、安全の

確保を最優先するよう関係者に徹底すること。 
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事故の種類

○１名以上の死者発生

○５名以上の重傷者発生 管轄

○１０名以上の負傷者発生 支局

○乗客に重傷者発生 ＴＥＬ

○転覆・転落 ＦＡＸ

○車両火災 時間外

○鉄道車両と接触・衝突

○酒気帯び運転（バス・自家用有償）

○酒気帯び事故（タクシー） ＦＡＸ

○自然災害に起因する事故 時間外

ＦＡＸ

時間外

事故の種類

○２名以上の死者発生 ＦＡＸ

○５名以上の重傷者発生 時間外

○１０名以上の負傷者発生

○危険物の飛散・漏洩

○酒気帯び事故 ＦＡＸ

○自然災害に起因する事故 時間外

ＦＡＸ

時間外

※休日等で、どうしても各支局の携帯電話に繋がらない場合は

東北運輸局の携帯電話（090-7065-7852)までお願いします。

①　事故発生日時、場所　（いつ、どこで）

②　事故概要　　（何が、どうした）

③　死者・重傷者・軽傷者それぞれの人数　（被害状況）　

④　道路、信号、路面等の状況　（交通環境等）

⑤　事業者名、営業所名、報告者名、連絡先

⑥　事故車の登録番号

⑦　事故車のドライブレコーダー、衝突被害軽減ブレーキの装着の有無

⑧　その他（運転者・被害者の年齢等）　

■ 報告事項 ■

090-2607-0353
024-546-3756

090-2798-8778
023-686-4601

山形

福島

ＴＥＬ
024-546-0345
+プッシュ「２」

023-686-4711

○脳疾患、心臓疾患及び意識喪失に起因する
　 事故（運行中止を含む）

○社会的に影響の大きい事故
　 （報道機関による報道があったとき又は取材
　 を受けたとき等）

「第１報」は至急、電話で
ＴＥＬ

＋プッシュ「２」

018-864-0250

バ
ス
・
タ
ク
シ
ー
・
自
家
用
有
償

連絡先

秋田

○脳疾患、心臓疾患及び意識喪失に起因する
　 事故（運行中止を含む）

022-235-2517

090-4551-6680

018-863-5811

019-639-1033
090-8423-4549

○社会的に影響の大きい事故
　 （報道機関による報道があったとき又は取材
　 を受けたとき等）

宮城

ＴＥＬ
＋プッシュ「２」

ト
ラ

ッ
ク

090-7078-3653

事故発生時における速報フロー

■ 事故の種類と連絡先 ■

017-724-0003
090-7339-2914
019-638-2154

「第１報」は至急、電話で

017-715-3320
青森

022-235-9789

岩手

ＴＥＬ
+プッシュ「２」

ＴＥＬ
＋プッシュ「２」

死者・重傷者発生等、重大な事故が

発生した場合には、電話にて、大至急把握している

範囲内で報告してください

運輸支局へ

運輸支局へ

Ⅶ 事故・事件速報フロー
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■ 事件の種類と連絡先 ■

特定重大事件（未遂含む）

○バスジャック 「第１報」は至急、電話で

○施設等への立てこもり ＴＥＬ

○爆弾等の爆発 ＦＡＸ

○核物質、薬剤等の散布 時間外

管轄

支局

重大事件（未遂含む） ＴＥＬ

ＦＡＸ

時間外

○乗員による暴行事件

ＦＡＸ

時間外

事件の予告 ＦＡＸ

（電話、インターネット等） 時間外

○バスジャック

○施設等への立てこもり

○爆弾等の爆発 ＦＡＸ

○核物質、薬剤等の散布 時間外

○乗客、乗員の殺傷

○乗員による暴行

ＦＡＸ

時間外

ＦＡＸ

時間外

※休日等で、どうしても各支局の携帯電話に繋がらない場合は

■ 報告事項 ■ 東北運輸局の携帯電話（090-7065-7852)までお願いします。

090-2607-0353

ＴＥＬ

山形

ＴＥＬ

福島

ＴＥＬ
024-546-0345
+プッシュ「２」
024-546-3756

東北
運輸局

「第１報」は至急、電話で

青森

岩手

宮城

秋田

連絡先

＋プッシュ「２」

018-864-0250

023-686-4711

022-235-2517

連絡先

017-715-3320
017-724-0003

022-235-9789

090-4551-6680

018-863-5811

ＴＥＬ

023-686-4601

○その他社会的影響が特に大
　 きい事件（報道等で大きく取
 　り上げられた事件）

○その他社会的影響が大きい
　 事件（報道等で取り上げられ
 　た事件）

○その他社会的影響が大きい
　 事件（報道等で取り上げられ
 　た事件）

○乗客、乗員に死者が出た
　 事件

019-638-2154
+プッシュ「２」

090-7078-3653

019-639-1033
090-8423-4549

事件発生時における報告フロー（バス・自家用有償用）

①事業者名
②緊急連絡担当者及び連絡先
③予告日時、場所、受信内容
④警察への対応状況等
⑤今後の対応
⑥その他把握している事項

①事業者名
②緊急連絡担当者及び連絡先
③発生日時・場所
④事件概要
⑤被害概要
⑥警察の対応状況等

（特定重大事件及び重大事件の場合） （事件予告の場合）

「第１報」は至急、電話で

090-7065-7852

022-791-7534
022-299-8872

090-7339-2914

＋プッシュ「２」

＋プッシュ「２」
ＴＥＬ

090-2798-8778

「バスジャック」など重大な事件が発生した場合には
電話にて、大至急把握している範囲内で報告してください

運輸局へ

運輸支局へ

運輸支局へ
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特定重大事件（未遂含む）

○施設等への立てこもり

○爆弾等の爆発

○核物質、薬剤等の散布

管轄

支局

重大事件（未遂含む） ＴＥＬ

ＦＡＸ

時間外

○乗員による暴行事件

ＦＡＸ

時間外

事件の予告 ＦＡＸ

（電話、インターネット等） 時間外

○上記事件の予告

特定重大・重大事件（未遂含む） ＦＡＸ

○施設等への立てこもり 時間外

○爆弾等の爆発

○核物質、薬剤等の散布

ＦＡＸ

時間外

事件の予告

（電話、インターネット等） ＦＡＸ

○上記事件の予告 時間外

※休日等で、どうしても各支局の携帯電話に繋がらない場合は

東北運輸局の携帯電話（090-7065-7852)までお願いします。

（特定重大事件及び重大事件の場合） （事件予告の場合）

ＴＥＬ

岩手

タ
ク
シ
ー
事
業
者

ト
ラ

ッ
ク
事
業
者

○その他社会的影響が大きい
　 事件（報道等で取り上げられ
 　た事件）

○乗客、乗員に死者が出た
　 事件

○タクシー強盗で乗員が死
 　傷した事件

青森

090-8423-4549

＋プッシュ「２」

018-864-0250
＋プッシュ「２」

018-863-5811

017-715-3320

019-639-1033
+プッシュ「２」

019-638-2154
090-7339-2914
017-724-0003

ＴＥＬ

秋田

ＴＥＬ

宮城

事件発生時における報告フロー（タクシー・トラック用）

■ 報告事項 ■

■ 事件の種類と連絡先 ■

022-235-9789
090-7078-3653

「第１報」は至急、電話で

＋プッシュ「２」

022-235-2517

○その他社会的影響が特に大
　 きい事件（報道等で大きく取
 　り上げられた事件） 連絡先

○その他社会的影響が大きい
　 事件（報道等で取り上げられ
 　た事件）

「第１報」は至急、電話で

090-4551-6680

①事業者名
②緊急連絡担当者及び連絡先
③予告日時、場所、受信内容
④警察への対応状況等
⑤今後の対応
⑥その他把握している事項

①事業者名
②緊急連絡担当者及び連絡先
③発生日時・場所
④事件概要
⑤被害概要
⑥警察の対応状況等

090-2798-8778

福島

ＴＥＬ
024-546-0345
+プッシュ「２」

090-2607-0353

ＴＥＬ

山形

023-686-4711

024-546-3756

023-686-4601

「立てこもり」や「爆発」などの重大な事件が

発生した場合には、電話にて、大至急把握している

範囲内で報告してください

運輸支局へ

運輸支局へ
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